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う社会へ」「ものづくり産業・中小企業政策」、次に、ＪＡＭの業種別部会を中心として特定の業種課題
に取り組む「業種政策」、同じ機械金属産業の産業別労働組合が集まる「金属労協（ＪＣＭ）とともに進
める政策」や、すべての産業別労働組合が集まる「連合とともに進める政策」、さらに「防災・感染症対
策」などをテーマとして分類しています。
　ＪＡＭの組合員やその家族、すべての労働者の雇用と生活を守り、信頼できる社会を築くため、もの
づくり産業や中小企業の職場や地域生活の実態や率直な意見を、組織として共有し、政策・制度要求の
取り組みを推進していきます。
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Ⅰ  

Ｊ
Ａ
Ｍ
の
産
業
政
策
１

　ＪＡＭは「価値を認めあう社会へ」をスローガンとして、公正な取引慣行の実現を恒常的に政策・制度
要求の取り組みとして推進しています。優れた技能や技術によって作り出される製品やサービスは、ふさ
わしい価格で取引されなければなりません。
　そのためには、製品の価値（公正取引）と労働の価値（賃金水準）が適正に評価される社会づくりをめ
ざし、独占禁止法や中小受託取引適正化法（以下、取適法）の実効性を高め、優越的地位の濫用（一方的
な価格引き下げの強要は、競合他社に対するダンピングを誘発する事態にもなりかねない）の防止、公正
な取引、透明な市場の確立が必要です。
　また、「製品」と「労働」の価値が毀損されることなく、持続可能なものづくり産業と企業の発展を促進す
ること、労働者の技能や努力に対する適正な評価を促進すること、同時に、技術や製品の発展だけでなく労
働者の健康や福祉、環境への配慮を含めて、社会全体で価値を認めあう文化を醸成しなければなりません。
　2026年１月１日に取適法が施行され、適用対象に従業員基準の追加、委託事業者の禁止行為に手形払い
の禁止や一方的な代金決定の禁止が盛り込まれました。また、ＪＡＭの要請行動により施行日が修正され、
春季生活闘争前に価格転嫁の環境整備は進みましたが、制度を周知させ、現場における取り組みを実効あ
るものとして浸透させることが不可欠であり、実態を踏まえた継続的な取り組みが必要とされています。
　ＪＡＭのすべての単組が取り組む政策・制度要求として、「価値を認めあう社会へ」の取り組みを推進
していきます。

政策・制度要求に関する考え方と要求内容
●取適法の周知と厳正な執行を確実に進めること。

「取適法（改正下請法）」の概要

Ⅰ
ＪＡＭの産業政策１

価値を認めあう社会へ

適用対象
製造委託 修理委託 役務提供委託

（運送・倉庫保管・情報処理）
情報成果物作成委託
（プログラム）

役務提供委託
（運送・倉庫保管・情報処理除く）

情報成果物作成委託
（プログラム除く）

取適法（改正下請法）の概要
法目的 中小受託取引の公正化 ・ 中小受託事業者の利益保護

禁止行為
受領拒否 報復措置

支払遅延（手形払等の禁止） 有償支給原材料等の対価の早期決済

減額 割引困難な手形の交付

返品 不当な経済上の利益提供要請

買いたたき 不当な給付内容の変更・やり直し

購入・利用強制 協議に応じない一方的な代金決定

特定運送委託

委託
事業者

資本金３億超
資本金１千万超３億以下
常時使用する従業員300人超

中小
受託
事業者

資本金３億以下（個人含む）
資本金１千万以下（個人含む）
常時使用する従業員300人以下（個人含む）

委託
事業者

資本金５千万超
資本金１千万超５千万以下
常時使用する従業員100人超

中小
受託
事業者

資本金５千万以下（個人含む）
資本金１千万以下（個人含む）
常時使用する従業員100人以下（個人含む）

①取引の内容

②規模要件

①取引の内容

②規模要件

①取引の内容 ＋ ②規模要件 ＝ 対象取引

義務

発注内容を明示する義務（発注書の交付）

取引に関する書類等を作成・保存する義務
（2年）

支払期日（受領後60日以内）を定める義務

遅延利息（14.6％）の支払義務

※赤色は改正内容 出典：公正取引委員会ＨＰ
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●労務費、原材料費、エネルギー価格などの価格転嫁に関する事例を収集するとともに、望ましい価格転嫁のあり
方を示すこと。「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の周知を徹底し、実効性を高めるととも
に、価格転嫁の実態を踏まえて内容の改善を図る。

●適正取引確立のためのルールの周知徹底、とりわけ業界団体に加入していない中小企業に対して適正取引に関す
るルールを周知徹底するため、商工会議所、商工会などの活用を図る。

●企業のいわゆるバイヤー個人を対象に、適正取引に関する研修会の実施を通じて制度の周知を図り、適切な価格
交渉の実効性ある定着を促進する。

●取適法、業界団体の自主行動計画、政府による業種別「取引適正化ガイドライン」、「労務費の適切な転嫁のた
めの価格交渉に関する指針」等 に盛り込まれた規制、行動ルールを項目ごとに整理、情報を一元化し、すべて
を遵守できるようにする。

●中小企業の価格交渉を支援するため、労務費、原材料費、エネルギー価格などの主要項目について、費用推移
データの整備や原価計算の簡易ツール等の充実を進めるとともに、その周知を図る。

●短納期発注や急な仕様変更など協力企業の「働き方改革」を阻害する発注がなされないよう、取適法違反の未然
防止策や受託中小企業振興法に基づく「振興基準」の遵守等を通じて下請取引の適正化を図る。

「振興基準」の主な内容

　労務費の転嫁に関する事業者の発注者・受注者双方の立場からの行動指針。発注者および受注者が採るべ
き行動／求められる行動を12の行動指針として取りまとめ、本指針記載の12の行動指針に沿わないような行
為をすることにより、公正な競争を阻害するおそれがある場合には、公正取引委員会において独占禁止法お
よび取適法に基づき厳正に対処することが明記されている。

労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針（巻末資料参照）

 取引条件を改善すること  委託事業者と中小受託事業者の
共存共栄を目指すこと

振興基準
• 振興法（受託中小企業振興法）では、経済産業大臣が委託事業者と中小受託事業者
のよるべき一般的な基準として「振興基準」を定めることとしている。
※パートナーシップ構築宣言では振興基準の遵守が必須。業界団体の自主行動計画にも振興基準の遵守が盛り込まれる。

• 振興法は取適法よりも適用対象が広く、製造委託等を行う幅広い取引を対象とする。
• 主務大臣は振興基準に定める事項について、指導・助言を行うとともに、適切な具
体的措置をとるべきことを勧奨することができる。

振興基準のポイント

⇒契約条件の明確化、知的財産取引の適正化等

⇒取引適正化ガイドライン、講習会、
価格交渉ハンドブック 等

• 威圧的な交渉をしない
• 合理性や十分な協議を欠く対価決定をしない
• 協議の申出には応じる
• 労務費転嫁指針を遵守する
• 買いたたきをしない
• 型の無償保管要請をしない
• 働き方改革を阻害する取引をしない
• 納品の検査等の方法を予め協議して定める
• 受領日から 日以内に現金で代金を払う
• サプライチェーン全体で支払方法の改善を進める

等 ⇒振興事業計画の活用 等

 発注の改善に努めること

 価格交渉・価格転嫁のツールを
活用すること

 中小受託事業者の連携を進めること

出典：中小企業庁ＨＰ



6

Ⅰ  

Ｊ
Ａ
Ｍ
の
産
業
政
策
１

●公正取引委員会や取引Ｇメンをはじめとする関係省庁担当部門の人員を拡充し、機能・体制の強化と企業への周
知を求める。

●資本金要件等から取適法の対象とならない取引状況について調査し、課題への対応を検討する。

●労務費の価格転嫁が円滑に進むよう、政府から公表数値（最低賃金の上昇率や春季労使交渉妥結額・上昇率な
ど）を当該年度の「労務費の価格転嫁目安額・率」として相場を示す。

●取適法において、支払い遅延、買いたたき、減額、利益要請、不当返品などの実体規定に関する違反についても
罰金刑を設けるなど、罰則強化を検討する。

●独占禁止法の優越的地位の濫用に関する課徴金を抑止力の働く水準まで大幅に引き上げるとともに、問題があっ
ても声を上げづらい製造業に対して、実態調査を強化し、申告のない場合でも個別に査察を実施するなど、より
踏み込んだ対応を検討する。

●「中小企業における労働条件の確保・改善に関する公正取引委員会・経済産業省との通報制度」の関係者への周
知と通報企業・個人の保護を強化する。

●協力企業からの情報提供・申告等に対し、委託事業者からの取引数量の削減・取引停止などの報復措置をなくす
システムを設ける。

●公共事業に関する契約について、低価格入札に陥らない適正な価格水準を確保するとともに、契約途中で実勢価
格に変動が生じた場合には入札契約を含めて再交渉を徹底するなど、適切な価格転嫁および取引の適正化を推進
すること。

●海外企業との取引における優越的地位の濫用を防ぐため、積極的な情報収集、外国の規制当局との連携など、取
り組みを強化する。

●サプライチェーンのなかに国内中小企業の価値を位置づける仕組みづくりを行なう。

●サプライチェーン内全体で価格転嫁の適正化を図るための「取引価格適正統括責任者」（仮称）を創設し、公正取
引委員会等の法令・指針遵守の徹底、価格形成の実態調査、取引価格の適正を図るための方針作成を推進させる。

●国際環境や経済情勢の変化に際して、原材料等の供給が大企業に偏ることや、調達に係る負担増を中小企業だけ
が負うことのないよう、サプライチェーン全体で適正分配がなされる仕組みを構築する。

●企業が、サプライヤーを含む関係企業とともに、公正な取引環境の確保など、サプライチェーン全体を通じた人
権デュー・ディリジェンスの取り組みを実施・強化できるよう、周知・啓発活動を推進する。また、中小企業に
おいても積極的な取り組みが進むよう、情報提供や支援の充実を図る。

　サプライチェーンの取引先や価値創造を図る事業者との連携・共存共栄を進めること
で、新たなパートナーシップを構築することを、「発注者」側の立場から企業の代表者の
名前で宣言するもの。サプライチェーン全体の共存共栄と規模・系列等を越えた新たな連携、中小受託事業
者との望ましい取引慣行（受託中小企業振興法に基づく「振興基準」）の遵守を宣言し、ポータルサイトに掲
載することで、各企業の取り組みの「見える化」を行なう。

パートナーシップ構築宣言
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（注１）エシカル消費･･･その商品を購入することで環境や社会問題の解決に貢献できる商品を購入し、そうでない商品は購入
しないという消費活動を指す。倫理的消費。

用語解説

＜型に関する問題＞
　金型をはじめとする型の取り扱いでは、型の扱いに関する契約についてあいまいな点や、型の破棄・返却、保管費用の目
安が無く処理方法について徹底されていない。型の保管料は発注側が負担するなど「型取引の適正化推進協議会」の報告書
に従った型取引の適正化推進が必要とされている。政府も、2023年に初めて下請法違反による勧告事例を発表し、公正取
引委員会と中小企業庁が連名で無償保管要請の防止について関係業界団体に要請文書を発出している。

＜受注増・減や短納期発注に対する費用負担の問題＞
　メーカーの急遽の増・減産対応による人員確保・生産調整対応や、生産済み製品の納入受け入れ停止に伴う在庫増で、外
部貸倉庫の手配や保管場所の確保、そしてその費用負担等が発生している。

●公正な取引と労働の価値への適正な評価を社会全体に浸透させるため、労働環境への理解を促す消費者教育や、
雇用・労働を含む人や社会に配慮したエシカル消費（注１）を促進する。

＜人権デュー・ディリジェンス＞
　企業活動における人権侵害を根絶するため、企業が最大限の仕組みづくりと継続的な努力を行なうこと。2011年の国連
「ビジネスと人権に関する指導原則」において、提唱された。
　日本では、2022年９月に「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」が発表されており、労
働組合としては金属労協（ＪＣＭ）が同年８月「人権デュー・ディリジェンスにおける労働組合の対応ポイント」を策定、Ｊ
ＡＭでは2024年８月に「中小企業版「人権デュー・ディリジェンス」労働組合の対応手引き」を発行している。
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　ＪＡＭのすべての単組が取り組むべき政策・制度要求に位置付けるべき課題として、ものづくり産業・
中小企業政策があります。範囲の広い課題であるため、主な要求内容は、ものづくり産業の技能・技術の
継承や教育機関との連携、国や自治体における中小企業政策制度策定などとしています。
　ＪＡＭの多くの構成単組に共通するのは、離職・人材の流出や採用難、職場の高齢化などがあげられま
す。それらが中小企業の持続的発展や高度熟練技能・技術の継承などを妨げる大きな要因となるため、職
場における実態と講ずるべき対策についてＪＡＭとして組織的共有を図り、政策・制度要求の取り組みに
つなげていきます。

政策・制度要求に関する考え方と要求内容

●高度熟練技能・技術労働者を社会全体の財産と位置付け、社会的評価の向上と、有効的な活用を求める。

●地域における「産官学金労言（注２）」の連携のもと、ものづくり技能・技術の維持強化とその支援や、人材育
成強化とその支援、地域特性を活かしたまちづくりの推進など地域連携を強化した地域経済・社会の活性化を進
める。

●技能・技術の継承や人材の確保・育成などについて課題を抱えるものづくり産業の中小企業に対して経済産業
省・厚生労働省・文部科学省などの連携を強化し、人材の確保・育成に関する支援措置を拡充する。

●ものづくりに対する熟練技能・技術に関する検定で認定された労働者に対して、政府から直接本人に手当・給付
金等を支給する制度を創設する。

●「ものづくり補助金」制度の要件となる
革新性の判断、審査基準などを明確化す
るとともに、要件緩和を図り、より活用
できるように周知徹底する。

●ものづくりマイスター制度（若年技能者
人材育成支援等事業）等を活用した工業
高校や中小企業での実技指導を促進し、
効果的な技能の継承や後継者の育成のた
めに、必要な場所・設備等の提供・支援
を行なう。

Ⅱ
ＪＡＭの産業政策２

ものづくり産業・中小企業政策

１ ものづくり産業の技能・技術の継承について

（注２）産官学金労言･･･（産）産業界、（官）地方公共団体や国の関係機関、（学）大学等の高等教育機関、（金）金融機関、
（労）労働団体、（言）メディア

用語解説

ものづくりマイスターによる実技指導の実施件数（2024 年）

－8－

 
 

 

人増加しているものの、

 

 

 
 

 

実技指導数は「高卒以上の学校」に対する実技指導の受講者延べ人数　　資料出所：厚生労働省
出典：金属労協「2026年産業政策要求」
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２ ものづくり現場と教育機関との連携強化

３ 工業高校の魅力増進、魅力の発信

●ものづくりの重要性を認識し、ものづくり現場への就業意識を高めるため、小学校、中学校段階からものづくり
教育の履修時間の拡大と内容を充実させるとともに、企業等と連携した職場体験学習、職場見学、ものづくり体
験など、多様な学びの機会を拡充すること。

●教育課程における固定的な性別役割分担意識を見直し、科学技術に親しむ機会の創出、未来を担う中高校生たち
に理工系の魅力を伝え、理工系への進路選択の支援活動を行なう。

●自発的な科学への好奇心を育む課外活動の充実を図る。

●ものづくり基盤技術振興基本法において規定されている国が講ずるべき施策において、工業高校の魅力向上策を
国として行なうことを追加する。また、工業高校に限らず、高校卒業後に技能系人材として働くことの魅力を伝
える施策を講ずることを規定する。

●企業の遊休設備や更新後の不要設備および、工作機械などメーカーが保有するデモ機や展示品の有効活用先とし
て工業高校やものつくり大学に提供する（有償、無償、設置費用などについて予算化する）。また、産学官連携
による設備更新のための仕組みづくりに向け、必要な予算の確保を行なう。

●工業系高等学校での技術実習指導や中小企業における技能・技術伝承に対する技能者派遣事業などへの助成を強
化する。また、安全の確保など高等学校の教員に対する技能・技術の指導強化を図る。

●デジタル技術をものづくりの実習に積極的に活用し、デジタル化が進むものづくりへの対応とＤＸの推進に向
け、設備とカリキュラムの充実を図る。

●工業高校へ進学するためには、教材費を含めると普通高校と比較し学費の負担が大きい。教材など実習に係る費
用を全額公的負担とする。

●工業高校は就職内定率が高く、そ
の多くの雇用先はものづくり産業
（製造業）であり、さらに高卒３
年以内の離職率では他業種より低
い水準となっている。そのような
実情を、工業高校が魅力ある進学
先として積極的に発信していく。

＜ものづくりマイスター制度の予算と実技指導件数＞
　2025年に厚生労働省が実施した「ものづくりマイスター」に関係する予算は約22.8億円で、前年の20.3億円から増額
された。しかし、2019年度の関係予算は約 33.6億円であったため、コロナ前の水準に回復しきっていない。活動実績も
2019年度は106,733人であったため、コロナ禍前の水準を大きく下回っている。

工業高校卒業者の就職内定率の推移

出典：令和7年３月全日制工業科卒業者の進路状況調査（公益社団法人全国工業高等学校長協会）
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●都道府県立専門高校における産業教育設備を整備するため、国として、産業教育設備の新規購入・更新・修繕に
対する新たな補助を創設する。

４ 中小企業振興基本条例について

●「中小企業憲章」（注３-１）に関する国会決議を行なうなど、中小企業の位置付け、中小企業政策の基本理
念、政府の行動指針等をより明確にすることにより、中小企業政策の推進を図る。都道府県は市区町村の中小企
業振興基本条例（注３-２）の制定に向けた環境整備を進める。また、条文において労働団体の役割や大企業の
責任を明確にするとともに、条例にもとづく施策を検証する会議体を設置し実効性を高める。

（注３-１）中小企業憲章…2010年６月に閣議決定した中小企業憲章は、中小企業の意義を「経済を牽引する力であり、社会の
主役である」と位置づけ、基本理念などで中小企業の果たす役割の重要性を述べている。特に、「経済やくらしを支え」「家族
のみならず従業員を守る責任を果たす」「地域社会と住民生活に貢献し」「地域社会の安定をもたらす」といった中小企業の
地域や生活における役割が強調されている。

用語解説

（注３-２）中小企業振興基本条例･･･地方自治体が、地域の雇用や経済を支える中小企業の振興を行政運営の柱とし、地域活
性化に取り組むことを明確化するために策定される条例。各自治体によって条文は異なり、具体的な助成措置を定める助成条
例のタイプもあるが、自治体の中小企業振興の基本的方針、施策の基本方向、自治体の責務、中小企業者や住民等の役割など
の理念的な事項を中心として規定する基本条例のタイプの制定が増えている。

用語解説

条例制定自治体数 条例制定自治体数 条例制定自治体数
都道府県 市区町村 締結率 都道府県 市区町村 締結率 都道府県 市区町村 締結率

全国計 1,788 803 47 756 44.9% 長　野 78 10 1 9 12.8% 島　根 20 20 1 19 100.0%
北海道 180 73 1 72 40.6% 新　潟 31 28 1 27 90.3% 岡　山 28 9 1 8 32.1%
青　森 41 6 1 5 14.6% 富　山 16 8 1 7 50.0% 広　島 24 9 1 8 37.5%
岩　手 34 21 1 20 61.8% 石　川 20 18 1 17 90.0% 山　口 20 8 1 7 40.0%
宮　城 36 22 1 21 61.1% 福　井 18 5 1 4 27.8% 徳　島 25 10 1 9 40.0%
秋　田 26 8 1 7 30.8% 岐　阜 43 28 1 27 65.1% 香　川 18 13 1 12 72.2%
山　形 36 22 1 21 61.1% 静　岡 36 28 1 27 77.8% 愛　媛 21 15 1 14 71.4%
福　島 60 37 1 36 61.7% 愛　知 55 31 1 30 56.4% 高　知 35 5 1 4 14.3%
茨　城 45 12 1 11 26.7% 三　重 30 4 1 3 13.3% 福　岡 61 18 1 17 29.5%
栃　木 26 25 1 24 96.2% 滋　賀 20 8 1 7 40.0% 佐　賀 21 7 1 6 33.3%
群　馬 36 29 1 28 80.6% 京　都 27 5 1 4 18.5% 長　崎 22 10 1 9 45.5%
埼　玉 64 28 1 27 43.8% 大　阪 44 20 1 19 45.5% 熊　本 46 18 1 17 39.1%
千　葉 55 23 1 22 41.8% 兵　庫 42 25 1 24 59.5% 大　分 19 19 1 18 100.0%
東　京 63 26 1 25 41.3% 奈　良 40 3 1 2 7.5% 宮　崎 27 4 1 3 14.8%
神奈川 34 6 1 5 17.6% 和歌山 31 16 1 15 51.6% 鹿児島 44 14 1 13 31.8%
山　梨 28 23 1 22 82.1% 鳥　取 20 12 1 11 60.0% 沖　縄 42 14 1 13 33.3%

都道
府県

都道
府県

都道
府県

自治
体数

自治
体数

自治
体数

資料出所：中小企業家同友会全国協議会より金属労協作成 
自治体数は地方公共団体情報システム機構ホームページより（都道府県含む 指定都市の行政区・北方六村は含まず） 

出典：金属労協「地方における産業政策課題2026」

●中小企業振興基本条例が制定されている自治体において、労働団体の参加と役割が記載されていない場合は、条
例に盛り込むよう要請を行なう。あわせて、制定後も基本条例が実効性あるものとするため、運用について常に
見直しや検討を行なうための会議体の設置等を求める。

中小企業振興基本条例制定済み地方自治体数（2025年11月）
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●2024年の調査によると、「全体」として後継者
不在率は減少傾向にあり、経営者の年代が「60
代」以上の事業者においても同様に減少傾向にあ
ることから、後継者不足の解消が一定程度進んで
いるといえる。一方、平成30年度税制改正におい
て10年間限定で大きく拡充された法人版事業承継
税制（特例措置）が令和9年12月31日で終了とな
る。円滑な事業継承の促進に向けて、特例措置の
延長を求める。

●中小企業経営者の高齢化等を踏まえ、円滑な事業継
承の促進に向けて「事業継承ガイドライン」の周知
や支援策の拡大を行なうとともに、国としてもニー
ズの掘り起こしをするなどバックアップ体制を強化し、中小企業の枠組みを広げることで企業の成長と、雇用の安
定を後押しする枠組みを作る。

●中小企業総合情報センターを設置するなど中小企業に対するサービスを一元化する窓口である中小企業支援セン
ターの役割を拡充するとともに、中小企業のワンストップ相談窓口である「よろず支援拠点」の活用推進とサービ
スの向上に努める。

●中小企業における人材育成や定着を支援するため「リカレント教育や技能伝承」、「社員教育等の研修会」や「福利
厚生施策」などについて、地域または複数企業が連携して実施するための支援を行なう。

●転職を前提とせず、産学が連携して実施する人材育成事業（経済産業省が2024年まで実施していた「高等教育機
関における共同講座創造支援事業」など）を一層推進する。また、このようなリスキリングに関する補助金につい
て、リスキリングの成果等を処遇へ反映する枠を拡大する。

●中小企業における高齢者雇用の促進のため、高齢者の定年引上げ、および肉体的負担軽減のための設備投資などに
対する助成金を拡充する。

5 中小企業を守る取り組み

第�-�-��図 中小企業における後継者不在率の推移（経営者の年代別）

年 年 年 年 年 年 年 年 年 年

中小企業における

ここでの「中小企業」とは、中小企業基本法に定める「中小企業者」のことを指す。なお、企業規模

は企業概要ファイルの情報に基づき分類している。

中小企業における後継者不在率の推移（経営者の年代別）

出典：2025年版　中小企業白書
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●企業の価値を棄損しないために経済安全保障推進法の周知と運用で知的財産等の保護の強化を行なう。

●出向・移籍支援策を強化し、雇用安定セン
ターで出向・移籍支援を実施している大規
模なマッチングの仕組み（在籍型出向制
度）などを作ることで雇用の安定化と企業
の人材確保につなげる。

●新たな産業技術の確立に向けて、中小企業
に対し、企業の内外を問わず広く学習の場
を用意するとともに、産官学との連携を図
る仕組みを設け、さらに必要な研究資金の支援を行なう。

●金融機関は、地域経済を支える中小企業等に対してきめ細やかな融資判断を通じた資金供給や支援を行なう。

●企業の成長の原動力となる、労働者の将来を含めた生活の安定を確保するため、高卒初任給の他、30歳標準賃
金を採用時の募集項目に明記する取り組みを行なう。

6 その他のものづくり産業・中小企業政策について

出典：公益財団法人　産業雇用安定センター

産業雇用安定センター　出向・移籍等支援事業の活動実績
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　ＪＡＭには多くの業種に携わる単組が結集しています。
　そのなかで、特定の業種に深く関係する政策・制度の課題があり、業種別部会を中心として構成単組に
おける共通の課題に応じて政策・制度要求を議論し、その実現に向けた活動を行なっています。
　それら業種の政策について、ＪＡＭ組織全体として共有します。

政策・制度要求に関する考え方と要求内容

●高齢者や障がい者など配慮が必要な居住希望者を対象に、行政、関連団体と連携して支援に取り組んでいる住ま
いのセーフティーネット機能の基盤ともいえる「居住支援協議会」をすべての自治体で設置する。

●居住支援協議会に対し長期で安定した運営支援を行なう。

●自治体が運営している公営住宅やＵＲ都市機構などの公的住宅で、耐震化・ＺＥＨ（注４-1）化を進め、住環境
の底上げを図る。

●高齢者や障がい者などの要支援居住者住宅の省エネ化に対する助成制度を設け、低性能住宅における燃料貧困
（注４-2）をなくす。

●介護保険制度の住宅改修費（助成）を拡充する。

Ⅲ
業種政策

業種の課題・業種別部会を中心に進める政策

１ 住宅問題に関する取り組み

（注４-1）ＺＥＨ･･･net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の略で、「エネルギー収支をゼロ以下にす
る家」という意味。 家庭で使用するエネルギーと、太陽光発電などで創るエネルギーをバランスして、1年間で消費するエネ
ルギーの量を実質的にゼロ以下にする家。

用語解説

（注４-2）燃料貧困･･･断熱性能の低い住宅で、冷暖房に大きく依存することにより、光熱費によって貧困状態になる、あるい
は食費か光熱費かの選択を迫られる状態のこと。

用語解説
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居住支援協議会とは
　低所得者、高齢者、障がい者、子育て世帯など、住宅を確保することが難しい人（住宅確保要配慮者）たち
が、民間賃貸住宅等へ円滑に入居できるよう推進する組織です。
　不動産、福祉・医療、法律、行政、研究者などの専門家で構成され、主に次のような活動を行なっています。

住まいに関する相談窓口の設置
住宅確保要配慮者や空き家所有者から、住まいや空き家に関する相談対応を行ないます。

入居支援の実施及び空き家活用の促進
地域資源としての空き家の活用と住宅確保要配慮者の円滑な入居促進及び安心して暮らせる仕組みづくりを推
進していきます。

広報活動の実施
居住支援協議会の活動内容を広く周知し、住宅確保要配慮者の入居支援の促進と空き家活用に対する意識啓発
を兼ねて広報活動を行なっていきます。

調査研究等の実施
住宅確保要配慮者に対する理解を深め、住まいを確保後の生活を安定しやすくするため、調査研究等を行ない
ます。

地域ネットワークの構築
地域に密着した団体や市民との連携を図り、住まいに関する包括的なケアシステムの構築を目指しています。

居住支援協議会

出典：大牟田市居住支援協議会（福岡県）を元に再作成

空き家所有者
空き家

相談 相談

提案 情報提供

・地域交流サロン
・現代版高齢者下宿
・ケアホーム　等

広くて段差が多い
戸建て住宅

比較的狭い
賃貸住宅

住宅確保要配慮者
活用

住まいのミスマッチを解消
大牟田市居住支援協議会

●空き家対策に取り組む行政、および連携している民間主体への支援強化を行なう。

●地域の自治会等における、空き家の実態把握、情報発信、広報、学習会の開催や空き家活用といった空き家問題
の取り組みに対し支援を行なう。

●倒壊のおそれのある空き家については、自然災害などで近隣住民に危険が及ばないよう対策を行なう。

●倒壊のおそれのない空き家について、災害時の避難所などへの有効活用を検討する。
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●空き家対策を円滑にするため、専門家への依頼費用や管理費用の助成など、相続登記（注５）に伴う負担軽減策
を行なう。

●空き家対策にとってネックとなる意識の醸成を図るため、学校教育や地域で住まいについて学ぶ機会を提供する。

●空き家の大量発生による未利用地の点在は、防災・防犯機能を含めた都市活動の効率低下を招く。また、人口規模
に見合わない住宅立地エリアの拡大は、インフラ管理などの社会的負担が重くなることで、行政サービスの低下を
招く。人口・世帯数減少時代を見据えた都市機能のコンパクト化、空き家発生の抑制による行政サービスの効率化
の観点から、住宅の総量規制に向けた検討を行なう。

●適正な価格で新築・既存住宅を取得できるよう、固定資産税の軽減期間や住宅ローン減税の延長など税制の優遇や
費用の補助を行なう。

●リフォームが住宅の資産価値を高め、市場で適正に評価される仕組みづくりを推進する。

●カーボンニュートラル推進のため、家屋等の断熱効率の促進に対する補助金や、税負担の軽減を行なう。

●リフォームの促進で安全なまちづくりを実現するため、耐震、省エネ、バリアフリー、２世帯住宅などのリフォーム
減税を拡充する。

●リフォームの活性化について補助金のみではニーズの喚起に至らないため、中古住宅の住宅性能・安全性を維持す
る政策を求める。

（注５）相続登記･･･2024年４月より罰則付きで義務化。背景には全国で２割に及ぶ所有者不明土地があり、東日本大震災の
復興事業でも問題視された。現在、登録免許税や、相続手続きが円滑に進まないことを想定し創設された「相続人申告登記」
制度により一定の負担軽減が図られているが、手続きには専門家の知見が必要であることや維持管理費用など負担は大きい。

用語解説

●鋳造・鍛造業の現場では、高温環境下での作業が避けられず、特に近年は気候変動の影響により猛暑日が増加し、
作業者の身体的負荷も高まっている。安全で働きやすい職場環境の確保は、人材の定着や技能伝承の観点からも重
要であることから、現場実態を踏まえた実効性の高い暑熱対策支援制度の確立と必要な予算の確保を求める。

●粉じんが発生する工程は、粉じんへのばく露によるじん肺など作業者の健康障害につながるおそれがある。個人
保護具による対策に加え、粉じんの発生抑制および作業環境改善に資する設備投資を促進するため、集じん設備
や換気設備等の整備に対する公的支援制度の充実を求める。

●作業負荷の軽減や働きやすい職場環境の整備は、人材の確保・定着および技能継承の観点からも重要であることか
ら、ロボットや自動機の導入による自動化・省力化ならびに設備更新を促進するための支援制度の充実を求める。

●鋳造・鍛造業界への理解促進と就業意欲向上を図るため、工業高校・高等専門学校における実践的教育の充実な
らびに企業・工場との連携強化を求める。

２ 鋳造・鍛造業に関する取り組み
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出典：連合　2023年度　重点政策

（注７）エコレールマーク･･･自動車から排出される二酸化炭素の量を削減するために、鉄道貨物輸送を一定
以上利用している商品・企業に対して付与されるマーク。国土交通省が2005年（平成17年）から認定して
いる。

用語解説

●国内自動車市場を縮小させない為の施策として、自動車本体価格の高騰抑制や先進技術搭載車の減税や検査費用
の一部補助を行なう。

●自動車の動力の多様性に向けた研究開発を進め、次世代自動車の主流となる技術を確立する。

●水素やe-fuel（注６）、バイオディーゼル等の「次世代クリーン燃料」に研究開発費の支援など政策として積極
的に取り組む。

●自動車のＥＶ化にあたっては、標準化の促進や国際規格との整合性を図ることでグローバル市場に対応できるよ
う、技術面の「規格」制定を迅速に行なう。

●自動車のＥＶ化に伴い、急激な産業構造の変化が予想される。事業転換を余儀なくされるケースが増加すること
から、地場中小企業の雇用維持、経済の停滞を防ぐことを目的に国の成長戦略や産業政策において支援を明確に
する。

●国内の運転者人口が減少する中、自動車は「本体価格」「維持費」「燃料代」などが高騰し続け、取得・維持し
にくい環境となっている。国内自動車市場縮小防止策として、ガソリン税などの二重課税の是正、環境性能割の
更なる軽減や重量税の減免の税制対策を行なう。

自動車ユーザーに課されている税

●脱炭素化を実現するため、再生可能エネルギーへの転換を進めるとともに充電インフラの整備についても迅速に
進める。

●脱炭素化へ向けて、自動車以外の各種機械産業（小型エンジンを搭載している各種産業機械）の電動化の取り組
みに向けた支援を行なう。

●トラック輸送等から鉄道貨物輸送への切り替えによる企業のＣＯ２削減への取り組みを分かりやすくする「エコ
レールマーク（注７）」の認知度の向上と鉄道貨物輸送の推進を図る。

●鉄道インフラの海外受注促進のため、システムをパッケージ化するなど対応の強化を行なう。

３ 自動車・輸送・交通・インフラに関する取り組み

（注６）e-fuel（イーフューエル：合成燃料）･･･ＣＯ２と、再生可能エネルギーによる水の電解（electric）から得られたＨ2を
用いた合成燃料で、ガソリンや軽油などの代わりとして期待されている脱炭素燃料。

用語解説
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●一定期間が経過した橋梁、交通施設、上下水道施設、交通安全施設などについて老朽化対策を行ない破損やそれに伴う
事故を未然に防ぐ。

●安全確保のため、すべての路線にホームドアを設置するための補助金を求める。

●現在の警察庁の指針では、耐用年数を優に超えた信号および付帯設備（信号柱等）について、予算の関係上、更
新ではなく「延命」の手段となっている。地域の道路状況、人口比率を考慮し、既存の信号すべてを残すのでは
なく、取捨選択を行ない、適正な更新事業に向けた予算化をする。

●造船業において、市場原理を無視した特定国に対しての公的資金支援への制限を行なう。

●ＧＨＧ（温室効果ガス）削減に向けた内外航船に対する政策パッケージへの具体的な明示と支援について要望する。

出典：内閣府　令和５年度防災白書

公共インフラ等の耐震化の状況

●次世代の人材育成につながる教育機関への工作機械導入を支援する公的制度を拡充する。
①企業の展示品・デモ機の有償提供　
②下取り品等などの無償提供
③輸送費・設置費・保守費用に対する補助
④産業界と教育機関をつなぐ公的マッチングの仕組みの構築

●国内中小企業の生産性向上につなげるため、工作機械導入における既存の税制優遇措置・補助金制度・助成金制
度の継続および上限を拡大する。

●老朽設備の更新を目的とした補助金制度を新設する。

４ 工作機械に関する取り組み
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●食料自給率の確保と、農業の多面的機能（地域コミュニティの維持機能、水田の貯留機能等）の維持・発揮を推
進するため、農家従事者の減少、高齢化や人手不足に対応するためのスマート農業や自動運転技術の普及を促進
し、安定した農家の所得確保に向けた６次産業化や海外展開の支援を推進する。

●世界的大流行を引き起こす感染症等による、外食産業の営業自粛に伴う産業の冷え込みは、生産者までさかのぼ
り、それに携わる多くの事業者に影響を与えることから、国内自給率維持のための保障制度をつくる。

●生産段階から消費段階まで、食品ロスを減らすための生産調整や納入期限・販売期限に関する運用ルールの見直
しをする。

●高付加価値な生産物にふさわしい価格を認めあうことで、活力ある産業とするための施策を整える。

●食糧危機に対する事前の対策として、転作に伴う飼料米の国の補助の拡充により圃場の保全を行なう。

●農作物の安定供給、また農業従事者の収入を安定させ、高齢化等による就農者の減少に歯止めをかけるため、指
定野菜と同様に農林水産省主導の「指定野菜価格安定対策事業」により、価格が下落した場合に補給金が得られ
る制度を導入する。

５ 食糧・農業に関する取り組み

※補給金…補助金の一種で、国家が商品価格への関与によって、生産量あるいは輸出入量を基準として企業等に与える財政援助。

●職場環境（オイルミスト、油煙などオイル関係）に対する規制値が定められていないため、粉じんと同様の労働
安全衛生法およびそれに基づく政令・省令・告示・基準等を要請し、周知する。

●仕切り、ボール、バタフライ弁など大型バルブの耐用年数について基準の整備を行なう。また、防災関連設備な
どにおいては、定期的な作動確認と点検を使用者に義務付ける。

●レアメタルの回収など、回収システム構築の技術開発等を通じた国内資源循環の推進、回収量の確保は経済安全
保障の観点からも重要な取り組みであり、予算面・制度面等での必要な対応策の実施を求める。

●重量単価での取引について、素材の価格や製造過程の技術料等が適切に反映されるよう行政が主体となって見直
しを図る。

●半導体や電子機器を中心とした供給不足の長期化など不安定な状況について、グローバルサプライチェーンで問
題となる政治リスクの回避に向けた対応を求める。

６ その他の業種に関する取り組み

＜大型バルブの耐用年数の基準＞
　大型バルブの耐用年数の基準の整備をしなければ利用者より無制限に製品の保証を求められる可能性がある。また、長期にわ
たり設置したままとなることで、緊急時に動作しないなどの事態が発生することが懸念される。
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出典：ヘルスケア産業プラットフォーム調査結果

●日本の電機産業の国際競争力強化のために、海外市場でのビジネス展開、貿易促進の支援、海外進出企業のリス
クヘッジなどを含めた国際戦略の策定を行なう。
　具体的には、次のことを求める。
◇自由貿易協定（FTA）や経済連携協定（EPA）の締結
◇関税の引き下げや貿易手続きの簡素化
◇企業負担の軽減や産業界や研究機関との国際的な連携の促進
◇輸出取引信用保険やポリティカルリスク保険などを政府が提供して、海外リスクを低減することを求める

●規制環境について、業界の成長を阻害する規制や法律の見直しを行なう。
◇環境規制や安全基準の合理化
◇知的財産権の保護強化、規制の一元化
◇海外での知的財産権の不当な利用に対する取締り強化

●サプライチェーンの安定化を図るために、地政学的リスクへの対応策やサプライチェーンの多様化促進に向けた
政府の政策支援実施を求める。

●医薬品の安定供給と医薬品業界全体の体力を奪っている原因となっており、医薬品メーカーの製造に関わる設備
の取引価格の適正化を妨げることにつながる薬価の中間年改定（注８）を廃止する。

（注８）薬価の中間年改定･･･薬価基準で定められた価格は、医療機関や薬局に対する実際の販売価格（市場実勢価格）を調査
（薬価調査）し、その結果に基づき改定が行なわれる。診療報酬と同時に２年に一度通常改定が行なわれるが、診療報酬の改
定がない年に行なわれる改定を中間年改定と呼ぶ。

用語解説

中間年改定が医薬品流通に及ぼす影響等にかかるアンケート調査
「医薬品業界全体の体力を奪っている要因」
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　全日本金属産業労働組合協議会（金属労協・ＪＣＭ）は、機械金属製造業の５つの産業別労働組合が結
集している協議体です。それぞれの産別労組が取り組んでいる政策制度課題について、産別労組が相互に
調整しながら金属労協の政策・制度要求として、実現に向けて取り組んでいます。
　この項における内容は、機械金属製造業全般における政策制度課題であり、ＪＡＭは金属労協とともに
推進していきます。

政策・制度要求に関する考え方と要求内容

●グリーン成長戦略（注９）の工程表に記載されている水素のコスト低減目標、燃料アンモニアの収熱技術開発を
含めた混焼率の向上や専焼化技術の開発については、輸出産業の国内事業の継続、経済成長・グローバル競争力
確保の観点から、取り組みを加速する。

●クリーンな次世代燃料（e-fuel）については、国益にもつながる重要な分野であることから、グローバルスタン
ダードをリードできるよう、技術開発支援とともに、活用拡大に向けた支援に取り組むこと。

●2026年１月から本格適用されるＥＵの炭素国境調整措置について、今後の対象品目の拡大などにより、わが国
のみが不利益とならないように、関係国、地域に働きかける必要がある。また、カーボンニュートラルに関わる
国際ルールの形成にあっては、迅速なカーボンニュートラルの実現を促し、かつわが国の国際競争力を損なうこ
とのないよう、主導的な立場で、積極的に携わることにより国際的な競争条件を確保する必要がある。

Ⅳ
金属労協（ＪＣＭ）とともに進める政策

機械金属製造業全般における政策

１ グリーン成長戦略・環境問題について

（注９）グリーン成長戦略･･･2020年12月25日に採択された。同年10月に菅総理が宣言した「2050年までにカーボンニュー
トラル実現」の目標に基づき、成長戦略会議や、経済産業省、環境省が連携して打ち出した計画。わかりやすくいうと、脱炭素
社会を目指して、政府が現時点で考えるエネルギー政策と、これからのエネルギー需給の見通しを2050年までのロードマッ
プとして示しているものであり、同時にこれから成長が期待される産業（14分野）に対し高い目標が設定されている。

用語解説
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2050年カーボンニュートラルの実現

●スマートコミュニティの形成に向けた「脱炭素先行地域」の選定事業について、進捗状況を注視し、進捗が遅れ
ている場合には迅速に追加的な支援策を講じていく。

●新たなカーボンプライシングの具体的な制度設計にあたっては、排出量取引制度が企業に過剰な負担となること
がないよう、制度開始後も状況を注視し、見直しを継続すること。石油石炭税や、地球温暖化対策税など既存の
類似制度については、複雑な税制とならないよう整理・統合すること。

出典：経済産業省「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」

「地球温暖化対策のための税」について

○全化石燃料に対してCO2排出量に応じた税率（289円/CO2トン）を上乗せ
○平成24年10月から施行し、3年半かけて税率を段階的に引上げ
○税収は、我が国の温室効果ガスの9割を占めるエネルギー起源CO2排出抑制施策に充当

税 収 

再生可能エネルギー大幅導入、省エネ対策の抜本強化等に活用

初年度︓約400億円 / 平年度︓約2,600億円 

税 率 

段階施行 

初年度︓391億円 / 平年度︓2,623億円  

〈CO2排出量１トン当たりの税率〉

出典：環境省
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日本の化石燃料諸税等の負担水準

●炭素国境調整措置（注10）については、製品における炭素集約度計測手法・データの透明性などに課題があ
り、日本としても国際ルールの形成に積極的にかかわっていく。

●次世代蓄電池・リサイクル技術の開発を加速するとともに、現行のリチウムイオン電池事業についても、将来に
わたる蓄電池事業の競争力維持の観点から、企業による投資を支援する。

●重要鉱物の安定的な確保と資源の海外依存防止に向け、グローバルサウスをはじめとする資源産出国との二国間
協定の締結やＴＰＰ加入促進など働きかけること。 

●レアアースの確保については①レアアース泥採掘の技術開発や、省資源・代替材料の研究・開発支援、都市鉱山の
リサイクルに取り組む②リユース資源の海外流出防止のため、リサイクルしたレアアースの国内供給の数値目標を
定める③廃炉予定の原子力発電所に設置されている電子機器からレアアースを回収する、などの活動を強化する。

●製品サイクル評価（ＬＣＡ）において、ＣＯ２をはじめとする温室効果ガス排出削減のための、技術や製品の開
発がもとめられており、それに伴う原材料費変更難によるコスト増加などの不利益は企業が被るのではなく、利
益を享受する社会全体で負担する体制を構築する。

●マイクロプラスチックによる環境破壊を防ぐべく、工業製品の生産にあたっても、グリーン調達の推進やそれに
応える製品開発が可能となるようにする。

●近年の気候変動は急速な地球温暖化が原因であり、温暖化の主因は温室効果ガスの排出増であると言われてい
る。温室効果ガス排出の削減に向け、化石燃料や石油製品に代わる太陽光や洋上風力など再生可能なエネルギー
や製品の研究・開発に対し支援を行ない、その普及を促進する。

（注10）炭素国境調整措置･･･国内の気候変動対策を進めていく際に、他国の気候変動対策との強度の差異に起因する競争上
の不公平を防止して、カーボンリーケージを防止するためにとられる措置。一例としては、気候変動対策をとる国が、同じく気
候変動対策をとっているが「その程度が不十分な国」からの輸入品に対して、その生産に際して排出された温室効果ガスの量
に応じて、課税を行なう国境炭素税などがある。

用語解説

出典：財務省「平成30年度一般会計歳入歳出決算」「租税および印紙収入、収入額一覧」、総務省「国税・地方税の税収内訳(平成30年度決算額)」

●日本では全ての化石燃料に何らかのエネルギー税制が導入されており、総税収は約4.3兆円（2018年度実績）にのぼる。CO2
排出に対しては、地球温暖化対策のための税（温対税）として上流で賦課している。

　※最上流課税である石油石炭税（温対税を含む）の税収は約7,010億円（同）

税率 2018年度実績

石油石炭税
（温対税を含む）

原油・石油製品：2,800円/kl（うち温対税分：760円/kl）
天然ガス（LNG）・LPG：1,860円/t（うち温対税分：780円/t）
石炭：1,370円/t（うち温対税分：670円/t）

約7010億円

揮発油税・地方揮発油税
（ガソリン税）

揮発油税：48,600円/kl
地方揮発油税：5,200円/kl 約2兆6000億円

石油ガス税 9,800円/kl 約150億円
航空機燃料税 18,000円/kl 約680億円
軽油引取税 32,100円/kl 約9580億円

合計 約4兆3420億円

＜地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律(令和４年６月１日公布)＞
（１）出資制度の創設､監督等に関する規定の整備

　温室効果ガスの排出の量の削減等を行なう事業活動に対し、資金供給その他の支援を行なうことにより、地球温暖化の防止
と我が国の経済社会の発展の統合的な推進を図りつつ脱炭素社会の実現に寄与することを目的とする株式会社脱炭素化支援
機構に関し、その設立、機関、業務の範囲等を規定します。

（２）国の必要な財政上の措置等に関する規定の追加
　都道府県および市町村が温室効果ガスの排出の量の削減等のための総合的かつ計画的な施策を策定し、および実施するため
の費用について、国が必要な財政上の措置その他の措置を講ずるように努めるものとする規定を追加します。



23

Ⅳ  

金
属
労
協
と
と
も
に
進
め
る
政
策

●エネルギー安全保障の確立、電気料金の高騰による産業空洞化・雇用喪失の回避に向け、安定的かつ低廉な電力
供給確保をめざす。

●国産再生可能エネルギーの普及拡大、技術自給率の向上を図ることは、産業競争力の強化に資することからも次
世代再生可能エネルギー技術の開発・社会実装を促進する。

●再生可能エネルギーの導入の加速化と発電コスト引き下げに向け、ＦＩＴ制度（固定価格買取制度）、ＦＩＰ
（Feed-in Premium）制度の運用期間を明らかにするとともに、価格引き下げ目標を強化していく。

再生可能エネルギー　ＦＩＴ・ＦＩＰ制度の概要

２ エネルギー転換に向けた当面の対応について

5

再生可能エネルギーの電力市場への統合を図っていくため、2022 年度から FIT 制度に加えて、市場連動型の FIP 制度
が導入されました。FIP 制度の認定を受けた方は、発電した再生可能エネルギー電気を、卸電力取引市場や相対取引
により自ら市場で売電することとなります。その際、あらかじめ設定された基準価格（FIP 価格）から、参照価格（市場
取引等により期待される収入）を控除した額（プレミアム単価）に、再エネ電気供給量を乗じた「プレミアム」が、1ヶ
月毎に決定され、当該発電事業者に交付されることとなります。

価格が一定で、
収入はいつ発電しても同じ

需要ピーク時（市場価格が高い）に
供給量を増やすインセンティブなし

補助額（プレミアム）が一定で、
収入は市場価格に連動

需要ピーク時（市場価格が高い時）に
蓄電池の活用などで供給量を増やすインセンティブあり
※プレミアムは、参照価格に連動して1ヶ月ごとに更新され、
　また、出力制御が発生するような時間帯の電気供給には交付されない

再生可能エネルギー FIT制度・FIP制度の概要

出典：資源エネルギー庁　再生可能エネルギーＦＩＴ・ＦＩＰ制度ガイドブック

●電力事業者や原子炉メーカーなど、事業者と政府が健全な意思疎通を図ることで合理的な審査を進めるととも
に、地元合意の上、安全性が確認された原子力発電所の再稼働をすること。

●小型モジュール炉、高温ガス炉、高速炉、核融合など、安全性・信頼性・効率性を抜本的に高める新技術につい
ては、国際競争力確保の観点からも、迅速な開発と実装に向けて取り組みを強化する。

●原子力発電産業のこれまで培った技術・技能・人材を絶やさず、サプライチェーンの維持・強化を図る必要があ
ることから、海外への輸出を含め、企業の設備投資や人材確保・育成につながる具体策を示すこと。また、火力
発電については、安定供給性や調整力などに優れ、引き続き電力供給に重要な役割を担うことから、温室効果ガ
スを削減していく将来像を示しつつ、原子力発電と同様にサプライチェーンの維持・強化を図る。
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●先進技術を国として認定し、アピール・補助を行なうことでユニークな製品を開発しやすい環境を整備する。

●ＡＩをはじめとしたＩＴ技術に対して誰もがリテラシーレベルの知識を習得できるよう取り組むこと。

●日本のＡＩに関する規制については、まずは企業のＡＩの利用状況の実態を把握したうえで、ＥＵの「ＡＩ整合
規則」を参照し、整合・発展させた制度設計を行なうこと。特に、労働者の監視や労働組合活動の阻害等へのＡ
Ｉの利用は禁止すること。これらを検討する際は、雇用や労働条件に大きな影響を及ぼすことから、労働組合関
係者を審議会等の委員として参加させること。

●中堅・中小企業のＤＸ・ＧＸを支援するため、支援機関による伴走支援の仕組みを構築すること。

●電子取引を促進することで受発注の効率化を図ることは、今後のＤＸの観点からも必要である。仕様変更や短納
期発注などを電子取引で行なうことで書面同等の履歴を残し、契約に基づく適正な経費の算定ができるように導
入に向けた支援をする。また電子取引では多くの仕様が存在することから、共通規格化を求める。

●サイバーセキュリティは企業の信用にかかわる重要な項目である。企業の大小にかかわらずサプライチェーン全
体での対策を図る必要があることから、国に専門家および費用の補助を要請する。

●事業構造の転換や業務の変化に対応するため、リスキリング（注11）の推進については、転職を前提としない
政策に重点を置くこと。とりわけ、技能系人材のためのリスキリング・アップスキリング施策を充実させる。

●暑熱・重筋作業への対策には莫大な費用が掛かることから、国は該当する助成金を拡大・新設すること。

３ 新たな技術への対応について

（注11）リスキリング･･･新しい職業に就くために、あるいは、今の職業で必要とされるスキルの大幅な変化に適応するため
に、必要なスキルを獲得する／させること。（経済産業省 第２回デジタル時代の人材政策に関する検討会（2021年２月26
日）資料より）

用語解説
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　日本労働組合総連合会（連合）は、労働政策・社会政策を全労働者や国民・生活者に関わる政策課題と
して、ＪＡＭをはじめとした多くの産別・組織と調整をしながら取り組みを進めています。
　ＪＡＭはこれらの労働政策や社会政策について、連合の考え方や要求内容を基本として、ＪＡＭの実態
や意見をふまえ連合とともに実現に向けて進めていきます。

政策・制度要求に関する考え方と要求内容

●正規雇用で働く人たちとパート・有期・派遣等で働く人たちとの格差をはじめ、性別、年齢、働き方、雇用形
態、グループ企業内など、あらゆる働く者に対して、「同一労働同一賃金」の法整備を早期に実現させ、均等・
均衡待遇を確立する。

性別、学歴別の賃金カーブ（2024年）

●同一労働同一賃金に係る法整備の実効性を確保するため、「同一労働同一賃金ガイドライン」を含め、パート・
有期雇用労働者のあらゆる待遇差の改善に関し、労使への周知徹底を図る。あわせて、相談・支援体制の一層の
充実・強化を図る。

Ⅴ
連合とともに進める政策

労働政策・社会政策

１ すべての労働者への公正な処遇について

労働政策

（千円） （千円）
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男 女
大学院
696.0

大学 549.6

高専・短大
453.5

専門学校
396.0
専門学校
396.0

高校
369.4
高校
369.4

大学院
619.3

大学
403.7

専門学校
318.3
専門学校
318.3

高専・短大
311.6

高専・短大
311.6

高校
257.1
高校
257.1

出典：厚生労働省　政策統括官付参事官付賃金福祉統計室「令和６年賃金構造基本統計調査」

＜同一労働同一賃金ガイドライン＞
　正社員と非正規雇用労働者（パートタイム労働者・有期雇用労働者・派遣労働者）との間で、待遇差が存在する場合に、いかな
る待遇差が不合理なものであり、いかなる待遇差は不合理なものでないのか、原則となる考え方と具体例を示したもの。
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●障がい者雇用を促進するための支援策や、差別禁止・合理的配慮の提供義務など行政指導を強化し、実効性を高
める。

●育成就労制度について、外国人労働者の人権の保障、適正な賃金・
労働諸条件、良好な職場環境・生活環境を確保するなど、権利保護
を強化すること。受け入れにあたっては、産業・企業の生産性向
上、国内の多様な人材の活躍、賃金引き上げの取り組みが停滞しな
いようにする。

●「専門的・技術的分野」として外国人労働者の就労可能な入管法上
の在留資格の安易な拡大や要件緩和は行なわない。

●就労資格の有無にかかわらず、外国人労働者の労働基本権、日本人
と同等の賃金・労働時間そのほかの労働条件や、安全衛生、労働保
険の適用を確保する。

＜障害者雇用促進法での障がい者差別禁止・合理的配慮の提供義務＞
　障害者雇用促進法では、募集・採用、賃金、配置、昇進などの雇用に関するあらゆる局面で、障がい者であることを理由とする
差別が禁止されている。また障がいのある方と障がいのない方との均等な機会や待遇を確保するため、また、障がいのある人が
職場で支障となっている事情を改善するために、事業主は障害特性に応じた配慮（合理的配慮）をすることが義務となっている。
障害者雇用率は、2024年４月から2026年６月まで民間企業は2.5％、2026年７月以降は同2.7％へ。

育成就労制度及び特定技能制度のイメージ

育成就労制度及び特定技能制度のイメージ

（注１）特定技能１号の試験不合格となった者には再受験のための最長１年の在留継続を認める。

（注２）育成就労制度の受入れ対象分野は特定技能制度と原則一致させるが、特定技能の受入れ対象分野でありつつも、国内での
育成になじまない分野については、育成就労の対象外。

高技能レベル

（就労開始までに）
○ 日本語能力 １
相当以上の試験
（日本語能力試験
（ＪＬＰＴ）のＮ
５等）合格

○ それに相当する
日本語講習の受講

受入れの範囲︓育成就労産業分野
（注２）

○ 技能検定基礎級等
＋

○ 日本語試験（ １相当以上の水
準から特定技能１号移行時に必要
となる日本語能力の水準までの範
囲内で各分野ごとに設定）

⇒これらの試験への合格が
本人意向の転籍の条件

○ 技能検定試験３級や特定技能１号評価試験
＋

○ 日本語能力Ａ２相当以上の試験 ＪＬＰＴ
のＮ４等

※ 育成就労を経ずに外国で試験を受験して
特定技能１号で入国することも可。

○ 特定技能２号評価試験
＋

○ 日本語能力Ｂ１相当
以上の試験（ＪＬＰＴの
Ｎ３等）

育成就労
（３年間）

特定技能１号
（５年間）

特定技能２号
（制限なし）

（注１）

出典：厚生労働省　育成就労制度の概要

在留資格別外国人労働者の割合

出典：厚生労働省
「外国人雇用状況」の届出状況まとめ
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●2036年度末までの時限立法となっている女性活躍推進法の一般事業主行動計画部分については、男女雇用機会
均等法の第14条（ポジティブ・アクションに関する条文）に位置づけ、統合する。

●女性活躍推進法の目的に「人権と性差別禁止に基づいた雇用平等の実現」、「雇用形態に関わらず、働く女性す
べてを対象とする格差是正と貧困の解消」、「長時間労働削減による仕事と生活の調和の推進」、「法が女性差
別撤廃条約の理念にもとづくこと」を明記する。

●女性雇用のさらなる推進を目的に、これまで女性がいなかった職場に必要な設備（ロッカー室、トイレ等）の設
置に必要な助成を求める。

●長時間労働抑止のため、時間外労働の法定割増率を時間外50％以上、休日労働100％以上、深夜労働50％以上
に引き上げる。

●すべての労働者を対象に「休息時間(勤務間インターバル（注12）)規制（原則11時間）」を導入する。

●多くの労働時間規制の適用が除外されている管理監督者については、裁量権の有無等、その定義を法律で明確に
定め、すべての労働者の長時間労働の是正を図る。

●36協定締結時間超の時間外労働に対する罰則を強化する。

●裁量労働制の対象業務拡大を行なわない。

●高度プロフェッショナル制度は施行後の状況を検証し、対象労働者の働き方や健康確保、対象業務の運用などに
問題がみられる場合は、廃止も含めて制度の見直しを行なう。

●人材不足が顕在化する中、即戦力確保のため経験者採用が増加し、近年の採用状況に変化が見られる。性別・世
代問わず家庭的責任を持つ人材が採用されるケースが増えていることから、法定年次有給休暇の最高付与日数を
25日に引き上げるとともに、最低付与日数20日に引き上げる。また、６ヶ月の継続勤務要件は廃止する。

２ 女性の活躍推進について

３ 長時間労働の是正と働き方について

＜女性活躍推進法の一般事業主が行なうべき取り組みの流れ＞
STEP１　自社の女性の活躍に関する状況把握、課題分析
STEP２　一般事業主行動計画の策定、社内周知、公表
STEP３　一般事業主行動計画を策定した旨の届出
STEP４　取り組みの実施、効果の測定

＜割増賃金＞
　2023年４月から中小企業でも、月60時間を超える法定時間外労働に対して、50％以上の率で計算した割増賃金が適
用された。

（注12）勤務間インターバル･･･終業から次の勤務の始業までのこと。欧州連合（ＥＵ）では1993年にＥＵ労働時間指令を制定
し、すべての労働者に対して24時間につき最低連続11時間の休息期間を付与する事を定めた。ＥＵ諸国はこれに基づき、国内
法を定める事が義務化されている。

用語解説
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●年次有給休暇の取得促進につながる具体的施策（取得促進に向けた計画などの提出の義務化、取得率良好企業の
認定制度の創設）、ＩＬＯ第132号条約（注13）を踏まえた長期連続休暇の推進を図る。

●年次有給休暇取得による不利益取り扱いの禁止を労働基準法上明確化する。

●本人・家族の病気・看護休暇、配偶者出産休暇（５日間）などを新設する。

●テレワークが進んだことから労働時間とそれ以外の区切りを明確にすることを目的に「つながらない権利（注
14）」の立法化を検討する。

●テレワークの導入は、単に働く場所の変更のみならず、居住地の制約さえなくなりつつあることから、一極集中
の弊害の是正と転勤という概念の変更など、今までの就労概念の変更を求められる事態になった。電気代などの
設備や労働時間の管理方法など、労働者の負担が最小限となるよう労使による協議を義務づける法整備をする。

（注13）ＩＬＯ132号条約（一部抜粋）･･･労働者は１年勤務につき３労働週（５日制なら15日、６日制なら18日）の年次有給休
暇の権利をもつ。休暇は原則として継続したものでなければならないが、事情により分割を認めることもできる。ただし、その
場合でも分割された一部は連続２労働週を下回らないものとされる。（以下省略）

用語解説

（注14）つながらない権利･･勤務時間外（休日、休暇日含む）に、仕事上のメールや電話への対応を労働者が拒否することの
できる権利のこと。フランスで2017年施行の改正労働法によって定められて以降、イタリア、ポルトガル、ベルギー、オース
トラリアなどへと徐々に広がっている。

用語解説

●母体保護のため強制休業となっている産後休業期間については100％所得保障をする。

●男性の育児休業取得促進に向けて、男女が共に育児と仕事を両立しながら、キャリア形成をはかるため、育児休
業中の代替要員の確保、職場復帰後のキャリア形成支援などの企業の取り組みを支援する。

●仕事と不妊治療の両立に必要な支援制度を法制化する。

４ 妊娠・出産・育児と介護の両立支援について

くるみんプラス…厚生労働省で、改正次世代育成
支援対策推進法（以下「次世代法」）施行規則に
より、新たに設けられた「不妊治療と仕事との両
立」に取り組む企業の認定制度。
　同制度は、次世代法に基づき、「くるみん」等
の認定を受けた企業が、不妊治療と仕事との両立
にも積極的に取り組み、一定の認定基準を満たし

た場合に、３種類のくるみんにそれぞれ「プラス」認定を追加するもので、「くるみんプラス」「プラチナく
るみんプラス」「トライくるみんプラス」と称する。

不妊治療と仕事との両立がしやすい環境整備に取り組む企業を認定（令和４年４月～）

くるみんプラス プラチナくるみん
プラス

トライくるみん
プラス
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●安全委員会・衛生委員会の設置義務をすべての事業場に拡大する。衛生委員会の設置基準について、当面は現行の
50人以上から30人以上に変更する。さらに、事業場内協力企業を含めた「合同安全衛生委員会」を義務化する。

５ 安全衛生の強化と労働災害防止について

労働安全衛生法上の安全委員会、衛生委員会の設置基準

業種 常時使用する労働者の数 安全委員会 衛生委員会

1

林業、鉱業、建設業、
製造業の一部（木材・木製品製造業、化学工業、鉄鋼業、金属
製品製造業、輸送用機械器具製造業）、運送業の一部（道路貨
物運送業、港湾運送業）、自動車整備業、機械修理業、清掃業

50人以上 必要 必要

2

製造業（１以外）
運送業（１以外）
電気業、ガス業、熱供給業、水道業、通信業、各種商品卸売
業、家具・建具・じゅう器等卸売業、各種商品小売業、家具・
建具・じゅう器等小売業、 燃料小売業、旅館業、ゴルフ場業

100人以上 必要 必要

50人以上100人未満 義務なし 必要

3 １と２以外の業種 50人以上 義務なし 必要

出典：厚生労働省　安全衛生に関するQ&A

介護離職者数の推移

出典：総務省「就業構造基本調査」
（平成19年、24年、29年、令和４年）
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●労使の主体的な判断のもと、積極的に子ども・子育て支援新制度の地域型保育の運営基準を満たし、地域の子ど
もを受け入れる体制をつくるとともに、適切なワーク・ライフ・バランスが確保できるよう努める。

●育児・介護など、多様な労働者のニーズに応じて、フルタイムの正社員と転換可能な短時間正社員制度の導入が
進むよう支援を拡充する。

●介護休業期間の延長（93日⇒１年）と分割回数制限なしを求める。

●在宅介護を行なう場合は、介護休業期間の延長ができるよう、特例を
つくる。

●介護休業取得中の保険料について、育児休業時と同様に社会保険料の
免除制度を導入する。
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出典：厚生労働省・中災防　労働安全衛生マネジメントシステム

労働安全衛生マネジメントシステム（OSHMS）全体の業務フロー●労働災害を未然に防止するための
リスクアセスメントを推進する。ま
た、防止対策の中に感染症への対
応も労働安全衛生マネジメントシ
ステムに関する指針に明記する。

●ストレスチェックについて、新たに
義務化された労働者50人未満事業
場を含む、すべての事業場で確実
に実施されるよう、事業者や労働
者などへの周知・指導を行なうと
ともに、必要な支援を実施する。

●心理的安全性を高め、誰もがいき
いきと働くことができる職場環境
を整備するため、人種、性別、国
籍、年齢、障がい、性的指向、性
自認などを含むハラスメント全般
に関する教育、未然防止、問題解
決を協議・実施する労使委員会を
設置する。また、安全衛生委員会同様に、この労使委員会の設置の義務化を求める。

●過労死問題や若者の使い捨ての疑いがある「ブラック企業（注15）」問題に対しても適切に対処するため、労
働行政を充実・強化する。

●職場を守るため、Ｍ＆Ａを含めた企業再編の結果、健全で良好な労使関係を否定する「ブラック企業」とならな
いために、団体交渉の促進や支援体制を強化する。

●ＩＬＯが提唱する基準（労働監督官１人あたり最大労働者数１万人）まで司法警察職員たる労働基準監督官を増
員し、監督体制の抜本的強化によって、労働基準監督行政の取り締まり強化を図る。

６ ブラック企業対策について

（注15）ブラック企業･･･厚生労働省においては定義していないが、一般的な特徴として、①労働者に対し極端な長時間労働
やノルマを課す、②賃金不払残業やパワーハラスメントが横行するなど企業全体のコンプライアンス意識が低い、③このよ
うな状況下で労働者に対し過度の選別を行なう、などと言われている。（労働条件に関する総合情報サイト・厚生労働省よ
り）

用語解説

＜労働基準監督官＞
　労働基準監督年報によると、2024年度の全国の労働基準監督官数は3,122人となり前年度に比し10人増。また、総務
省統計局の労働力調査（基本集計）によると、2026年１月時点の雇用者数は6185万人。結果、雇用者２万人につき監
督官１人の現状。また、全国の企業数は2021年６月時点で368万4049社となっている。（総務省・統計局「経済セン
サス-活動調査」より）
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●経済状況の変化に対応し雇用維持に高い政策効果を持つ雇用調整助成金（注16）を堅持する。

●雇用調整助成金については、雇用失業情勢の変化や甚大な自然災害による経済上の理由で事業活動が縮小した場
合、経済への影響の程度等に応じて要件を緩和するなど、機動的に運用する。

●雇用調整助成金の受給申請において、虚偽の報告（労働者へ休業手当が支払われていなかったなど）を行なった
企業への罰則を強化する。

●労働移動支援助成金については、支給要件の見直しを行ない、離職を余儀なくされる労働者等に対する再就職支
援に必要な場合のみ適用させるなど、運用を厳格にする。

７ 雇用を維持するための制度の充実

（注16）雇用調整助成金･･･経済上の理由により、事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、雇用の維持を図るための休
業、教育訓練、出向に要した費用を助成する制度。「労使間の協定」に基づき、「雇用調整（休業）」を実施する事業主に対
して、休業手当などの一部を助成するもの。また、事業主が労働者を出向させることで雇用を維持した場合も、雇用調整助
成金の支給対象となる。

用語解説

＜雇用調整助成金の不正受給＞
不正受給の場合、
・不正発生日を含む判定基礎期間以降の金額
・不正受給額の２割相当額（違約金）
・年３分の延滞金
の合計額を返還請求され、不正受給から５年間、雇用関係助成金（不正受給を行なった以外の助成金を含む）は受給でき
ず、全額返納されていない場合は延長される。

●若者雇用促進法では、募集・求人の申し込みをする際の職場状況の情報提供で義務とする項目を増やし、より幅
広く情報を提供するよう見直しを行なう。また、正社員転換の促進、地域若者サポートステーションの機能強化
を行なう。

●高齢者の職場環境整備を行なう事業主に対する助成措置等を拡充する。高齢者の継続雇用や定年引上げなどに対
する助成金を継続する。

８ 労働法制等の整備と強化について

＜高齢者の継続雇用や定年引上げに関する現行の助成金制度＞
（1）特定求職者雇用開発助成金

　60歳～65歳未満の高年齢者などの就職が特に困難な者を、ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等の紹介によ
り、継続して雇用する労働者等として雇い入れる事業主に対して助成するものであり、これらの方の雇用機会の増大お
よび雇用の安定を図ることを目的としている。

（2）65歳超雇用推進助成金
　高年齢者が意欲と能力のある限り年齢に関わりなく働くことができる生涯現役社会を実現するため、65歳以上への定
年引上げや高年齢者の雇用管理制度の整備等、高年齢の有期契約労働者の無期雇用への転換を行なう事業主に対して助
成するものであり、「65歳超継続雇用促進コース」「高年齢者評価制度等雇用管理改善コース」「高年齢者無期雇用転
換コース」の3コースから構成されている。
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＜社会保険労務士の不適切な介入＞
　2005年の社会保険労務士法改正によって、社労士が団体交渉に不当に介入することで問題が生じている。また、脱法指南な
どを行なう社労士が社会問題化し、一部で「ブラック社労士」とも指摘されている状況がある。こうした事態を踏まえ、連合は
2016年４月、「正常な労使関係を損なう社会保険労務士の不適切な行為に対する連合の取り組み」を確認し、作成した当該方
針の手引きを地方連合会・構成組織へ展開。

●労使紛争の解決機関の整備と社会保険労務士の不適切な介入を規制する。

●公労使の三者構成原則の重要性を再認識し、労働政策審議会の一層の強化を図る。

●事業譲渡、合併など、あらゆる事業再編において、労働組合などへの事前の情報提供・協議の場の設置を義務付
ける必要があるとともに、事前に情報共有することを法制化する。

●金融商品取引法のインサイダー取引規制（注17）への過剰反応により、団体交渉などにおける労働組合などへ
の経営情報の提供が阻害されないよう、法の理解促進、周知徹底を図る。

出典：徳澄堅治「中小・小規模M&Aにおける労働者保護」（2021）、D10、公益財団法人連合総研、No.367、p.23を基に連合作成

企業組織再編の権利義務の承継方法の違いと労働問題

（注17）インサイダー取引規制･･･株式売買についてのインサイダー取引規制の概要は、①上場会社の役職員等の会社関係
者（会社関係者でなくなった後１年以内の者を含む）が、②その会社の業務等に関する重要事実（例えば、その会社が新株
発行を行なうことを決定した事実や、その会社の決算予想値に大幅な修正が生じた事実等）を、③自身の職務等に関して
知った場合、④その重要事実が公表される前に、⑤その会社の株式の売買をしてはならない、というもの。
※会社関係者から重要事実の伝達を受けた第一次情報受領者についても同様（金融商品取引法第166条）。また、公開買付
者等関係者の禁止行為も同様の構造（金融商品取引法第167条）。

用語解説

形態 承継の方法 雇用の承継 労働者の拒否権等 労働条件

事業の
移転

合併

【包括承継】
すべての権利義務が存続
会社（または新設会社）
に承継される。

雇用は、存続会社等にす
べて承継される。

想定されない。 退職金・年金を含む労
働条件はそのまま承継。
合併前後に、労働条件調
整・統一、切下げ問題が
起こりうる。

事業譲渡

【特定承継】
譲渡会社と譲受会社の合
意の範囲で権利義務が承
継される。

譲渡会社と譲受会社間で
承継対象に合意した労働
者のみが承継。原則とし
て譲受会社に雇用承継を
求められない。ただ認め
られる事案もある。

雇用の承継には労働者
の同意が必要（民法625
条）。労働者は、承継を
拒否できる。

両者間で労働条件の合意
がなければ、譲受会社の
労働条件が適用される。
退職金の清算処理・通算
処理の選択、年金の統合
問題が起こる。

会社分割

【部分的包括承継】
分割契約書（または分割
計画書）に記載の権利義
務がすべて承継され、記
載がないと承継されな
い。

分割契約書等に記載の
ある労働者は、承継され
る。承継事業の主従事者
でありながら、記載のな
い労働者は異議申出によ
り承継される。

承継事業の主従事者でな
い労働者は、分割契約書
（分割計画書）に記載さ
れても、異議申出により
分割会社に残ることがで
きる。

労働条件（退職金・年金
を含む）はそのまま承継
され、その一方的切下げ
は不可。ただし、分割後
時間経過により労働条件
切下げが起こりがち。

株式の
移転

株式買収
実質的な経営者（親会
社）の交代が生じうる。

雇用（労使）関係に変化はないはずだが、新経営陣が、整理解雇・雇止めや労働条
件の切下げ等のリストラを実行する恐れがある。雇用承継の問題は生じず、拒否権
も想定されない。
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政策・制度要求に関する考え方と要求内容

●財政再建は、増税や一律的な歳出削減による財政赤字削減のみ先行させるのではなく、本格的な人口減少・超少
子高齢社会に突入することを前提にした、社会保障の安定・充実のための財源確保と中長期的な財政健全化を強
く意識した財政構造の抜本改革を実施する。

日本の人口の推移

●雇用創出・安定化、社会保障制度の改革による生活・将来不安の解消、地域活性化・中小企業支援策実施等の政
策に重点を置き、内需主導による自律的な経済成長を実現する。

●法人税率の引き下げを行なう場合、引き下げ分が企業における国内投資や雇用・所得の拡大に充てられることお
よび代替財源の確保を大前提とする。

●外形標準課税（注18-1）の中小企業への適用拡大は行なわない。中小企業については、雇用安定化を図るた
め、雇用安定控除（注18-2）を拡大（比率引き上げ）する。

１ 税制と社会保障のあり方について

社会政策

出典：厚生労働省

（注18-1）外形標準課税･･･2004年度以後、法人事業税のうち、資本金１億円超の普通法人には、収益配分額（報酬給与
額、純支払利子および純支払賃借料の合計額）と単年度損益との合計額を課税標準とする付加価値割と、資本金等の額を課
税標準とする資本割からなる外形標準課税が課される。

用語解説

（注18-2）雇用安定控除･･･収益配分額のうち、報酬給与額の占める割合が70％を超える法人については、付加価値額から
雇用安定控除額を控除する。これは、外形標準課税導入に対する緩和措置の１つとして、報酬給与額の割合が高い法人の付
加価値割の税負担額を軽減するもの。この雇用安定控除が導入されたことにより、雇用の安定や雇用の促進等を図った法人
の方が、税負担が少なくなる仕組みとなった。（雇用安定控除額＝報酬給与額－収益配分額×70％）

用語解説
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●特定支出控除は、給与所得者の必要経費の実情にあわせて、自動車関係費・能力開発のための費用や労働組合費
等を対象項目として追加・拡大する。

●社会保障分野の人材確保を進めるため、医療・介護・健康・福祉・子育て分野等を魅力ある産業とし、総合的、
専門的な人材確保・育成制度の整備、労働条件の改善を進める。

●近隣の都道府県や近隣の自治体が連携し、医療や介護、子育てなど支援を必要とする人が、どの地域でも無理な
く利用できるような支援体制を構築する。

●国民が将来に備えた社会保障でカバーできない部分について行なう自助努力に対して、税制での支援を積極的に
拡充・改善する。遺族、年金、医療、介護、地震の保障にかかる各種保険控除の拡充を図る。

●妊婦検診や乳児検診の周知を徹底する。

●乳幼児健康診査や就学時健康診断において保護者への相談支援を行なう。

●母子・父子自立支援員を中心とした訪問支援（アウトリーチ）型の相談員体制を一層整える。

●地域における、ひとり親家庭への支援メニューや支援施策のさらなる周知、広報対策、利用を促進する。

●ひとり親家庭、ヤングケアラー（注19）など、多様で複合的な課題を抱える世帯や人への総合的な支援を充実
させる。

●ひきこもり地域支援センターの設置を促進し、同センターの周知を図る。

２ 社会保障サービスの充実について

３ 子ども・子育て支援について

＜診療（介護）報酬改定＞
　令和８年度の診療報酬改定では、＋3.09％（Ｒ８年度及びＲ９年度の２年度平均。Ｒ８年度＋2.41％、Ｒ９年度＋3.77％）と
なり、うち、賃上げ分は＋1.70％ （２年度平均。Ｒ８年度＋1.23％、Ｒ９年度＋2.18％）。医療現場での生産性向上の取り組み
と併せ、Ｒ８・Ｒ９にそれぞれ3.2％（看護補助者、事務職員は5.7％）のベアを実現するための措置等が盛り込まれた。
　介護報酬は令和９年度改定を待たずに期中改定を実施し、＋2.03％。

（注19）ヤングケアラー･･･本来、大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に行なっている子どものこ
と。責任や負担の重さにより、学業や友人関係などに影響が出てしまうことがある。

用語解説

＜ひきこもり地域支援センター＞
　2024年３月31日時点で、47都道府県＋20指定都市＋32市区町村に114のセンターが設置されている。１つの県に１か所の
みの地域が22県。
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●こども園・幼稚園・保育園の施設の増設および処遇改善による人材確保対策を促進する。幼稚園教諭・保育士等
の配置基準を改善し、労働環境の改善と質の向上を図る。

＜幼稚園教諭と保育士の配置基準＞
幼稚園教諭：１学級あたり専任教諭１人（１学級の幼児数は、令和８年４月１日から原則35人以下→原則30人以下に

引き下げ）
保　育　士：０歳児の児童３人につき１人、１～２歳児の児童６人につき１人、３歳児の児童15人につき１人、４～５歳児の児

童25人につき１人。

●寝たきり・認知症予防やレスパイトケア(注20)、遠距離介護などにかかる総合相談窓口や支援体制を充実させる。

●国は、仕事と介護の両立支援を強化する観点から、職場における介護に関する従業員からの相談対応や法定およ
び社内の両立支援制度の周知、介護保険制度に関する情報提供を徹底するため、「職業家庭両立推進者」の活用
を促進する。

●介護保険制度を、介護を必要とする様々な人を対象とした総合的・普遍的な制度へ発展させるため、被保険者・
受給者の範囲を拡大する。現行、40歳以上とされている介護保険の被保険者・受給者の範囲は、18歳未満を除
くすべての医療保険加入者とする。

●介護が必要な高齢者だけではなく、高齢の単身者・夫婦のみの家庭などへの日常の支援（見守り支援等）を含
め、医療・介護・疾病予防・住まい・生活支援が包括的に確保される体制（地域包括ケアシステム(注21)）の
確立と機能を充実させる。

４ 介護・高齢者対策について

（注20）レスパイトケア･･･在宅で乳幼児や障がい者（児）、高齢者などを介護（育児）している家族に、支援者が介護（育
児）を一時的に代替してリフレッシュしてもらうこと。また、そのようなサービスのこと。

用語解説

（注21）地域包括ケアシステム･･･要介護状態となっても、住み慣れた地域で自分らしい生活を最後まで続けることができる
ように地域内で助け合う体制のこと。地域包括ケアシステムは、それぞれの地域の実情に合った医療・介護・予防・住まい・
生活支援が一体的に提供される体制をめざしている。

用語解説
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●医療費負担の公平性を図るため、年齢別から負担能力に応じた負担のあり方へ転換する。

●すべての人に予防・健康づくりの重要性を周知し、地域社会全体で生活習慣の改善、心身の健康維持・増進に向
けた取り組みを加速する。

●感染症領域の医薬品研究開発を積極的に実施する企業を増やし、危機管理医薬品の国内の研究・開発体制を整備
する。

●合理的な国内供給能力と特定国・地域に依存しない多角的供給能力の向上で、医薬品の安定供給体制を確立す
る。

●安全な医療体制を整えるため、医療の現場で働く人たちの労働時間の改善や勤務間インターバルの確保など、医
療従事者の健康確保に対する支援・指導を強化する。

５ 医療体制の確立について

＜医薬品の安定供給の重要性＞
　医療現場（特に手術の実施）における感染症予防・治療のためには抗菌薬の使用が不可欠である。その供給が途絶する
と、感染症の治療や必要な手術の実施ができなくなる等、国民の生存に直接的かつ重大な影響を及ぼすおそれがある。中で
も注射用抗菌薬に多く用いられるβラクタム系抗菌薬は、採算性等の問題から、その原材料のほぼ100％を中国に依存して
いる。2019年、製造上のトラブルにより中国からの原薬の供給が途絶した際、一部の医療機関において手術を延期したな
どの深刻な事例が発生した。早急に安定供給確保のための措置が必要である。

地域包括支援センターについて

地域包括支援センターは、市町村が設置主体となり、保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員等を配置して、
地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、その保健医療の向上及び
福祉の増進を包括的に支援することを目的とする施設（介護保険法第115条の46第１項）

要支援者等が、介護予防・日常生活支
援を目的とした活動をその選択に基づき行
えるよう支援する。

第一号介護予防支援事業
（介護予防ケアマネジメント）

地域の関係者による、地域づくりや政策形成の場

指定介護予防支援

地域ケア会議の実施

高齢者が尊厳ある生活を送ることができるよう、成
年後見制度の活用促進や、高齢者虐待への対
応等を行う。

権利擁護事業

個々の介護支援専門員への支援、介護予防サー
ビスの検証等を通して、地域における高齢者の自
立支援・介護予防を推進する。

包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

総合相談支援事業

地域の高齢者や家族介護者に対して、初期
段階から継続的・専門的に相談支援を行い、
地域における様々なサービス等につなげる。

地域包括支援ネットワーク

主任介護支援
専門員等

保健師等

社会福祉士等

包括的支援事業の実施

※指定居宅介護支援事業者等の地域の事業者等に一部委託可能

全国で5,487か所※

包括的支援事業の効果的な実施のために、介護サービス事業者、医療機関、民生委員、ボランティア、
自立相談支援機関、障害福祉サービスに関する相談窓口、都道府県労働局

（介護休業・介護休暇等に関する相談など）など地域のさまざまな関係者と連携する。

※指定居宅介護支援事業者が直接指
定を受けて、又はセンターから一部委
託を受けて実施することが可能

※指定居宅介護支援事業者に一部委託可能

（※）厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課調べ、令和７年４月現在。加えて、地域の実情に応じて在宅介護支援センターとも協働のもと、ブランチやサブセンターが設置されている。
・ブランチ ︓1,567か所（本体のセンターとの連携のもと、地域住民の身近な所で相談を受け付け、センターにつなぐための窓口）
・サブセンター︓320か所（本体のセンターと一体的に包括的支援事業を実施する支所）

出典：厚生労働省

参考　地域包括ケアシステムの概要
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●基礎年金の財政基盤を抜本的に強化する。基礎年金の給付は、現行どおり老齢、障がい、遺族の各給付とし、
基礎的消費支出（注22-1）に相当する給付水準の確保をめざす。その上で、社会保険料など非消費支出（注
22-2）の増加を踏まえた水準の引き上げについても検討する。

●厚生年金は引き続き社会保険方式とし、すべての雇用労働者に適用する。また、自営業者等の所得比例年金の創
設に向け、マイナンバーやインボイス制度（注23）の早期導入等による所得補捉を徹底し、厚生年金と自営業
者等の所得比例年金との一元化をめざす。

●公的年金制度の特徴である皆年金、社会保険強制加入の意義、賦課方式など、年金教育・広報の充実に取り組む。

●働いて学費や生活費を作りながら勉強する学生が申請により国民年金保険料の納付が猶予される「学生納付特例」
制度については、所得の適用要件（128万円以下）を緩和する。

●ＧＰＩＦ（年金積立金管理運用独立行政法人）（注24）において、保険料拠出者である労使代表の意見の確実な反
映を可能とするガバナンス体制を構築する。

●ＧＰＩＦの経営委員会における経営委員の定数およびその配分について、保険料拠出者である労使代表の構成割
合が過半数を占めるよう、速やかに検討を開始する。

６ 安心できる公的年金制度について

（注22-1）消費支出･･･いわゆる生活費のこと。日常の生活を営むにあたり必要な商品やサービスを購入して実際に支払った
金額。

用語解説

（注23）インボイス制度･･･取引ごとに税率を区分した請求書（適格請求書）のこと。
用語解説

（注22-2）非消費支出…税金や社会保険料など原則として世帯の自由にならない支出。
用語解説

＜厚生年金の対象者（被保険者の範囲）＞
　臨時に使用される人や季節的業務に使用される人を除いて、就業規則や労働契約などに定められた一般社員の１週間の所定労
働時間および１月の所定労働日数の４分の３以上ある従業員。また、４分の３未満であっても、３つの資格取得要件（①週の所定
労働時間が20時間以上、②賃金の月額が8.8万円以上、③学生でない）すべてを満たす短時間労働者は被保険者となる。

（注24）ＧＰＩＦ（年金積立金管理運用独立行政法人）･･･厚生年金と国民年金の年金積立金を管理・運用する機関。経営
委員会は、委員長並びに監査委員である経営委員およびそれ以外の委員８人以内並びに理事長で組織。2024年３月１日現
在、委員長含め10名。そのうち労使代表は各１名。

用語解説
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●就学前教育から高等教育まで、すべての教育にかかる費用の無償化を行ない、社会全体で子どもたちの学びを支
える。

●幼保一体化のために、施設基準・人員配置基準の統一化、資格の統一化、研修機会の保障等の処遇の統一化等を
進める。

●義務教育での学校給食の完全実施と無償化を進める。

●奨学金に頼らずに大学などの高等教育を受けられるよう、運営交付金や私学助成等公費負担を増額し学費を低額
化する。

●無償化に至るまでは、大学などの高等教育における奨学金制度を充実し、周知・広報を徹底する。また、無利子
奨学金貸与者のみが対象となっている所得連動型の返還制度を、有利子奨学金貸与者にも拡大する。

　 参考　高等学校等就学支援金等（いわゆる高校無償化）

●税のもつ意義や目的、ならびに主権者たる納税者の権利や義務についての租税教育を充実させる。

●文部科学省が進めたＧＩＧＡスクール構想（注25）により全国の小中学校でＩＣＴ機器等の導入は進んだが、
病気療養や不登校などで通学して教育を受けることが困難な児童生徒の学習機会の確保を目的とした遠隔教育の
実施が難しい実態があることから、ＩＣＴを活用した教育に対応できる教員の育成、教材の電子化を含む環境整
備を実施する。

７ 教育環境の確保について

出典：文部科学省
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（注25）ＧＩＧＡスクール構想･･･１人１台端末と、高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備することで、特別な支援
を必要とする子どもを含め、多様な子どもたちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化され、資質・能力が一層確実
に育成できる教育ＩＣＴ環境を実現する。教育実践と最先端のＩＣＴのベストミックスを図ることにより、教師・児童生徒の
力を最大限に引き出す。

用語解説

●学校における「社会保障教育」を充実させ、社会保障や福祉の意義・制度の基本、社会連帯の重要性などの認識
を深める。

●人種、民族、宗教、肌の色、性別、年齢、疾病、障害、門地、性的指向・性自認等による人権侵害を解消し、人
権意識を高めるための教育を行なう。

●ジェンダー平等教育のための基本方針を策定し、教職員や社会教育主事、保護者などに対する研修を行なう。

●幼児期から大学などの高等教育段階までのすべての教育課程で労働の尊厳や労働組合の意義を理解し行動するた
めの教育を行なう。

●働く上で必要なワークルールや労働安全衛生、使用者の責任、雇用問題などに関する知識を深め、活用できる学
校教育のカリキュラム化を進める。

８ 学校教育のカリキュラムについて
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　日本では自然災害が全国的に頻発しています。
　私たちは、職場でも生活でも安心して働き暮らせる環境整備や災害に関して迅速かつ的確な情報とその
確実な伝達が必要です。また、避難体制や救助システムなどを構築しておくことも重要です。
　感染症については、新型コロナウイルス感染症を経験したなか、新たな感染症の防止や発生した場合の
対処に関して、法整備や社会的ルールの改正を検討していくことが重要です。

政策・制度要求に関する考え方と要求内容
●地域住民との連携によるハザードマップ（注26-1）や防災マップ（注26-2）など作成の充実・見直し・周知を
行なうよう、自治体等への支援体制を充実させる。

●隣接する自治体のハザードマップ、防災マップが活
用できるよう、自治体間の連携を強化する。また、
防災に必要とされる情報や機材についても自治体間
で連携が取れるよう、法整備等を行なう。

●ライフライン（電気・ガス・上下水道・情報通信）
などの基幹設備や管路の耐震化を進める。

●災害発生時、情報が錯綜しないよう自治体、消防
団・水防団、地域コミュニティ、民間企業などと連
携し、特性の違う複数の手段によって被害状況を収
集・集約し、防災関連機関、報道機関、ライフライ
ン・公共交通機関・医療機関等への逐次情報共有、
被災者への情報提供を図る。

●気候変動による不確実性を低減させるとともに、個
別地域ごとの「高潮」「洪水」「土石流」「猛暑」「渇水」「豪雨」「突風」などの予報を迅速に周知し、被災
を防ぐ取り組みを強化する。

●被災地支援に必要な人員を迅速・的確に派遣できるよう、ボランティアを登録型にし、自治体間で調整できる制
度を構築する。

Ⅵ
その他

防災・感染症対策

（注26-1）ハザードマップ･･･災害の被害予測図で、災害の種類別に存在。ある自然災害が発生した場合の被害を予測し、
予測される災害の発生地点、被害の拡大しうる範囲や程度、避難場所や避難経路などを地図上に落とし込んだもの。

用語解説

（注26-2）防災マップ･･･避難経路と避難場所を示した地図で災害の種類を問わない。防災施設等についても記載され、
災害時の避難行動をサポートする地図のこと。

用語解説
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芝公園１丁目

東新橋２丁目

芝大門２丁目

麻布台２丁目

麻布十番２丁目

麻布永坂町

愛宕２丁目

麻布十番１丁目

愛宕１丁目

東麻布３丁目

麻布台３丁目

麻布十番３丁目

麻布狸穴町

麻布十番４丁目

赤坂駅

竹芝駅

田町駅

汐留駅

新橋駅

大門駅

品川駅

台場駅

三田駅

赤羽橋駅

虎ノ門駅

芝公園駅

神谷町駅

浜松町駅

泉岳寺駅

日の出駅

御成門駅

内幸町駅

赤坂見附駅

芝浦ふ頭駅

白金高輪駅

虎ノ門ヒルズ駅

六本木一丁目駅

お台場海浜公園駅

高輪ゲートウェイ駅

・液状化により地盤が 0 ～ 7cm 沈下

想定地震

「元禄関東地震 (M8.5)」

（令和5年3月現在）

9

東京ポートシティ東京ポートシティ
竹芝オフィスタワー竹芝オフィスタワー

江東区品川区

最悪の影響を及ぼす（津波高さが最大となる）元禄関東地震（H25 中央防災会議モデル）を対象としました。

区内の沿岸部の大部分では、液状化の発生が見込まれる地域が広く存在するため、液状化により 0 ～ 20cm の地盤沈下（厳しい条件
：H25 中央防災会議による予測）が発生する場合（ハザードマップ     ）と 0 ～ 7cm の地盤沈下（平均的な条件：R4 東京都による予
測）が発生する場合（ハザードマップ     ）双方の条件での予測を実施しました。

さくぼう

地震による地殻変動（沈下）量（元禄関東地震では地震発生直後に区内沿岸部で 65 ～ 74cm の地盤沈下予測）を考慮して、浸水深
の計算を実施しました。

（0 ～ 20cm 程度）

33

元禄関東地震（H25 中央防災会議モデル，M8.5）の発生により、区沿岸部で 65 ～ 74cm の地震による地盤変動（沈下）が想定されています。最大
津波水位の T.P.+3.3m は、この地盤沈下を考慮した値です。

※地震による地盤変動（沈下）を考慮

(T.P.+4.0m)

防潮施設（防潮堤、水門、古川護岸）
が健全に機能し、液状化による沈下が発生した場合（平均的な条件）

の結果となっています。

防潮施設（防潮堤、水門、古川護岸）
のすべてが損傷等により機能せず、液状化により沈下が発生した場

合（厳しい条件）の結果です。

元禄関東地震（M8.5）が発生した場合の浸水予測
範囲を示したものです。浸水予測範囲内に住まわれている方々や活
動されている方は、遅くとも津波の第一波が襲来する地震発生から
約 70 分後（実際には想定より早く津波が到達する場合があります）
までには高台や高層建築物への迅速な避難が必要です。
また、地震発生から約 150 分後には、第一波よりも津波高さが高い
第二波が襲来すると見込まれています。最初の津波が到達した後も
津波は繰り返し襲来するため、安全な場所への避難を継続すること
が重要です。

　

（令和5年3月現在）

札 の ス ク エ ア 芝5-36-4

東京ポートシティ竹芝オフィスタワー 海岸1-7-122

2516

令和6年3月令和6年3月

刊行物発行番号　津波ハザードマップ　〇〇〇〇〇04-103号

イメージ：災害ハザードマップ

出典：東京都港区
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Ⅵ 

そ
の
他

●地域の防災活動や防災対策を担う自主防災組織や消防団・水防団の女性団員加入を推進し女性の声が反映される
体制を整備する。また、加入しやすい環境を整える。

●災害等、有事の生活支援要請に対応する宿泊施設など、一定の指針は示されているが事前準備のあり方、避難が
長期化する場合の対応、必要数は整っているかなど、現状の把握と課題の整理を行なう。

●指定避難所は、被災者のプライバシーや多様性、障がいなどの特性に配慮したものとする。

●災害の被災者に対するメンタルケアを手厚くする。

●被災地や避難所における感染性疾患の防止、感染症の予防のために必要な対策を進める。

●感染拡大を早期に防止するため、緊急事態宣言の根拠と対応の明確化、および事業存続・雇用維持のための各種
補助金、助成金、協力金等について法的整備を含めて検討する。

●世界的大流行を引き起こす感染症等に対して、まん延防止策として事業場や労働者が必要な検査・治療等を行な
う場合、労働者に必要な日数、休暇を与えることができる制度を創設する。その休暇を有給とした場合、助成金
の活用など、何らかの支援策を講ずる。

●新型ウイルスをはじめとする新興・再興感染症に対して、世界的大流行（パンデミック）への備えも含め、対策
を講じる。

●安心して治療でき、受診できる医療提供体制の確保と検査体制を充実させる。

●企業のＢＣＰ（注27）計画策定の促進に向けて助成金を制度化する。

（注27）ＢＣＰ（事業継続計画）･･･「Business Continuity Plan」を略した言葉で、企業や組織が災害やパンデミック、
サイバー攻撃などの予期せぬ緊急事態に直面した際、中核となる事業を継続させるための対策を行なうこと。適切なＢＣ
Ｐを準備している企業は、顧客や取引先との信用を獲得することで高く評価され、ステークホルダーによる企業価値の評
価向上も期待できる。

用語解説
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労労務務費費のの適適切切なな転転嫁嫁ののたためめのの価価格格交交渉渉にに関関すするる指指針針（（概概要要））  

令令和和５５年年１１１１月月  

改改正正  令令和和８８年年１１月月  

１．指針の性格 

✓ 労務費の転嫁に関する事業者の発注者・受注者の双方の立場からの行動指針。 

✓ 発注者及び受注者が採るべき行動／求められる行動を１２の行動指針として取りまとめ、そ

れぞれに「労務費の適切な転嫁に向けた取組事例」、「留意すべき点」などを記載。 

・ 本指針に記載の１２の行動指針に沿わないような行為をすることにより、公正な競争を阻害す

るおそれがある場合には、公正取引委員会において独占禁止法及び中小受託取引適正化法

（取適法）に基づき厳正に対処することを明記。 

・ 他方で、発注者としての行動を全て適切に行っている場合、取引当事者間で十分に協議が行

われたものと考えられ、通常は独占禁止法及び中小受託取引適正化法（取適法）上の問題が生

じない旨を明記。 

２．発注者として採るべき行動／求められる行動 

【【行行動動①①：：本本社社（（経経営営トトッッププ））のの関関与与】】  

○ ①労務費の上昇分について取引価格への転嫁を受け入れる取取組組方方針針をを具具体体的的にに経経営営トトッッププ

ままでで上上げげてて決決定定すするること、②経営トップが同方針又はその要旨などを書面等の形に残る方法で

社内外に示すこと、③その後の取取組組状状況況をを定定期期的的にに経経営営トトッッププにに報報告告し、必要に応じ、経営トッ

プが更なる対応方針を示すこと。 

【【行行動動②②：：発発注注者者側側かかららのの定定期期的的なな協協議議のの実実施施】】  

○ 受注者から労務費の上昇分に係る取引価格の引上げを求められていなくても、業界の慣行に

応じて１年に１回や半年に１回など定定期期的的にに労労務務費費のの転転嫁嫁ににつついいてて発発注注者者かからら協協議議のの場場をを設設

けけるること。特に長長年年価価格格がが据据ええ置置かかれれててききたた取取引引や、ススポポッットト取取引引とと称称ししてて長長年年同同じじ価価格格でで更更

新新さされれてていいるるよよううなな取取引引においては転嫁について協議が必要であることに留留意意がが必必要要である。 

○ 協議することなく長年価格を据え置くことや、スポット取引とはいえないにもかかわらずスポット

取引であることを理由に協議することなく価格を据え置くことは、独占禁止法上の優越的地位の

濫用 1又は中小受託取引適正化法上の買いたたき 2として、受注者から協議の要請があった場

合に、当該協議に応じず一方的に取引価格を据え置くことは、中小受託取引適正化法上の協

議に応じない一方的な代金決定 2として、それぞれ問題となるおそれがある。 

【【行行動動③③：：説説明明・・資資料料をを求求めめるる場場合合はは公公表表資資料料ととすするるこことと】】  

○ 労務費上昇の理由の説明や根拠資料の提出を受注者に求める場合は、公公表表資資料料（（最最低低賃賃金金

のの上上昇昇率率、、春春季季労労使使交交渉渉のの妥妥結結額額ややそそのの上上昇昇率率ななどど））にに基基づづくくももののとし、受受注注者者がが公公表表資資料料をを

用用いいてて提提示示ししてて希希望望すするる価価格格ににつついいててはは、これを合理的な根拠があるものとして尊尊重重すするること。 

【【行行動動④④：：ササププラライイチチェェーーンン全全体体ででのの適適切切なな価価格格転転嫁嫁をを行行ううこことと】】  

○ 労務費をはじめとする価格転嫁に係る交渉においては、ササププラライイチチェェーーンン全全体体ででのの適適切切なな価価

格格転転嫁嫁にによよるる適適正正なな価価格格設設定定をを行行ううため、直接の取引先である受受注注者者ががそそのの先先のの取取引引先先ととのの

取取引引価価格格をを適適正正化化すすべべきき立立場場ににいいるるここととをを常常にに意意識識して、そのことを受注者からの要要請請額額のの妥妥

当当性性のの判判断断にに反反映映ささせせるること。 

 
1 優越的地位の濫用として独占禁止法上問題となるのは、発注者の取引上の地位が受注者に優越している
こととともに、公正な競争を阻害するおそれが生じることが前提となる。 
2 買いたたき又は協議に応じない一方的な代金決定として中小受託取引適正化法上問題となるのは、同法
にいう委託事業者と中小受託事業者との取引に該当する場合であって、同法第２条第１項から第５項まで
に規定する①製造委託、②修理委託、③情報成果物作成委託、④役務提供委託又は⑤特定運送委託に該当
することが前提となる。 
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【【行行動動⑤⑤：：要要請請ががああれればば協協議議ののテテーーブブルルににつつくくこことと】】  

○ 受注者から労務費の上昇を理由に取取引引価価格格のの引引上上げげをを求求めめらられれたた場場合合ににはは、、協協議議ののテテーーブブ

ルルににつつくくこと。労務費の転嫁を求められたことを理由として、取取引引をを停停止止すするるななどど不不利利益益なな取取扱扱

いいををししなないいこと。 

【【行行動動⑥⑥：：必必要要にに応応じじ考考ええ方方をを提提案案すするるこことと】】  

○ 受注者からの申入れの巧拙にかかわらず受注者と協議を行い、必必要要にに応応じじ労労務務費費上上昇昇分分のの

価価格格転転嫁嫁にに係係るる考考ええ方方をを提提案案すするること。 

３．受注者として採るべき行動／求められる行動 

【【行行動動①①：：相相談談窓窓口口のの活活用用】】  

○ 労務費上昇分の価格転嫁の交渉の仕方について、国・地方公共団体の相談窓口、中小企業

の支援機関（全国の商工会議所・商工会等）の相相談談窓窓口口ななどどにに相相談談すするるななどどししてて積積極極的的にに情情

報報をを収収集集ししてて交交渉渉にに臨臨むむこと。 

【【行行動動②②：：根根拠拠ととすするる資資料料】】  

○ 発注者との価格交渉において使用する労務費の上昇傾向を示す根拠資料としては、最最低低賃賃

金金のの上上昇昇率率、、春春季季労労使使交交渉渉のの妥妥結結額額ややそそのの上上昇昇率率ななどどのの公公表表資資料料をを用用いいるること。 

【【行行動動③③：：値値上上げげ要要請請ののタタイイミミンンググ】】  

○ 労務費上昇分の価格転嫁の交渉は、業界の慣行に応じて１年に１回や半年に１回などの定定

期期的的にに行行わわれれるる発発注注者者ととのの価価格格交交渉渉ののタタイイミミンンググ、業界の定期的な価格交渉の時期など受受注注

者者がが価価格格交交渉渉をを申申しし出出ややすすいいタタイイミミンンググ、発注者の業務の繁忙期など受受注注者者のの交交渉渉力力がが比比較較

的的優優位位ななタタイイミミンンググなどの機会を活用して行うこと。 

【【行行動動④④：：発発注注者者かからら価価格格をを提提示示さされれるるののをを待待たたずずにに自自らら希希望望すするる額額をを提提示示】】  

○ 発注者から価格を提示されるのを待たずに受受注注者者側側かかららもも希希望望すするる価価格格をを発発注注者者にに提提示示すす

るること。発注者に提示する価格の設定においては、自社の労務費だけでなく、自社の発注

先やその先の取引先における労務費も考慮すること。 

４．発注者・受注者双方が採るべき行動／求められる行動 

【【行行動動①①：：定定期期的的ななココミミュュニニケケーーシショョンン】】  

○ 定定期期的的ににココミミュュニニケケーーシショョンンををととるること。 

【【行行動動②②：：交交渉渉記記録録のの作作成成、、発発注注者者とと受受注注者者のの双双方方ででのの保保管管】】  

○ 価格交渉の記記録録をを作作成成しし、発注者と受注者と双方で保保管管すするること。 

５．今後の対応 

✓ ①内閣官房において、各府省庁・産業界・労働界等の協力を得て、引き続き、本本指指針針のの周周知知

活活動動を実施し、②公正取引委員会において、発注者が本指針に記載の１２の採るべき行動／

求められる行動に沿わないような行為をすることにより、公公正正なな競競争争をを阻阻害害すするるおおそそれれががああるる

場場合合ににはは、、独独占占禁禁止止法法及及びび中中小小受受託託取取引引適適正正化化法法にに基基づづきき厳厳正正にに対対処処していくとともに、公

正取引委員会ウェブサイト上の「労務費の転嫁に関する情報提供フォーム」で受け付けた労務

費の転嫁の協議に応じない事業者に関する情報について、引き続き、各各種種調調査査ににおおいいてて活活用用

していく。 

【参考】 
「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」 
（令和 5 年 11 月 29 日策定（令和 8 年 1 月 1 日改正）内閣官房・公正取引委員会） 
https://www.jftc.go.jp/dk/guideline/unyoukijun/romuhitenka.html 
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2026年1月から「下請法」は「取適法」へ！
下請法の改正法が2026年１月１日に施行され、

規制内容の追加や規制対象の拡大がなされるとともに、
法律名も変更されます（新通称：「取適法（とりてきほう）」）

改正事項
法律の題名・用語の変更

適用対象の拡大

禁止行為の追加

面的執行の強化

その他

⚫ 製造委託の対象物品に金型以外の型等が追加されます
⚫ 書面交付義務について、中小受託事業者の承諾の有無にかかわらず、電子メールなどの
電磁的方法による方法とすることが可能になります

⚫適用基準に「従業員基準」を追加
従来の資本金基準に加え、従業員基準（300人、100人）が追加され、規制及び保護の
対象が拡充されます

⚫対象取引に「特定運送委託」を追加
適用対象となる取引に、製造等の目的物の引渡しに必要な運送の委託が追加されます

⚫「協議に応じない一方的な代金決定」を禁止
代金に関する協議に応じないことや、必要な説明を行わないことなど、一方的な代金決
定が禁止されます

⚫「手形払」等を禁止
手形払が禁止されるとともに、その他の支払手段（電子記録債権等）についても、支払
期日までに代金相当額満額を得ることが困難なものが禁止されます

⚫ 事業所管省庁に指導・助言権限を付与
事業所管省庁において、指導及び助言ができるようになるほか、報復措置の禁止に係る情
報提供先にも事業所管省庁が追加されます

下請代金支払遅延等防止法

下請代金

親事業者

下請事業者

製造委託等に係る中小受託事業者に対する
代金の支払の遅延等の防止に関する法律

製造委託等代金

委託事業者

中小受託事業者
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取適法の概要

取適法の内容や詳細なガイドブックについては、
公正取引委員会のウェブサイトを御確認ください

取適法リーフレットNo.01 令和７年８月

適用対象取引

義務・禁止事項

対象取引 取引の内容 資本金/従業員基準

①取引の内容と②資本金基準又は従業員基準から定めています

⚫ 「製造委託」「修理委託」「特定運送委託」
⚫ 「情報成果物作成委託」「役務提供委託」（プログラム作成、運送、物品の倉庫における保管、情報処理に限る）

委
託
事
業
者

資本金３億円超

資本金１千万円超３億円以下

従業員300人超

中
小
受
託
事
業
者

資本金３億円以下

資本金１千万円以下

従業員300人以下

⚫ 「情報成果物作成委託」「役務提供委託」（プログラム作成、運送、物品の倉庫における保管、情報処理を除く）

委
託
事
業
者

資本金５千万円超

資本金１千万円超５千万円以下

従業員100人超

中
小
受
託
事
業
者

資本金５千万円以下

資本金１千万円以下

従業員100人以下

義 務 項 目 具 体 的 な 内 容

① 発注内容等を明示する義務 発注に当たって、発注内容（給付の内容、代金の額、支払期日、支払方法）等を書面又は電
子メールなどの電磁的方法により明示すること

② 書類等を作成・保存する義務 取引が完了した場合、給付内容、代金の額など、取引に関する記録を書類又は電磁的記録と
して作成し、２年間保存すること

③ 支払期日を定める義務 検査をするかどうかを問わず、発注した物品等を受領した日から起算して60日以内のでき
る限り短い期間内で支払期日を定めること

④ 遅延利息を支払う義務 支払遅延や減額等を行った場合、遅延した日数や減じた額に応じ、遅延利息（年率
14.6%）を支払うこと

禁 止 項 目 具 体 的 な 内 容

① 受領拒否 中小受託事業者に責任がないのに、発注した物品等の受領を拒否すること

② 支払遅延 支払期日までに代金を支払わないこと（支払手段として手形払等を用いること）

③ 減額 中小受託事業者に責任がないのに、発注時に決定した代金を発注後に減額すること

④ 返品 中小受託事業者に責任がないのに、発注した物品等を受領後に返品すること

⑤ 買いたたき 発注する物品・役務等に通常支払われる対価に比べ著しく低い代金を不当に定めること

⑥ 購入・利用強制 正当な理由がないのに、指定する物品や役務を強制して購入、利用させること

⑦ 報復措置 公正取引委員会、中小企業庁、事業所管省庁に違反行為を知らせたことを理由に、中小受託
事業者に対して取引数量の削減・取引停止など不利益な取り扱いをすること

⑧ 有償支給原材料等の対価の早期決済 有償支給する原材料等で中小委託事業者が物品の製造等を行っている場合に、代金の支払日
より早く原材料等の対価を支払わせること

⑨ 不当な経済上の利益の提供要請 自己のために、中小受託事業者に金銭や役務等を不当に提供させること

⑩ 不当な給付内容の変更、やり直し 中小受託事業者に責任がないのに、発注の取消しや発注内容の変更を行ったり、無償でやり
直しや追加作業をさせること

⑪ 協議に応じない一方的な代金決定 中小受託事業者から価格協議の求めがあったにもかかわらず、協議に応じなかったり、必要
な説明を行わなかったりするなど、一方的に代金を決定すること

委託事業者には、４つの義務と11の遵守事項が課されています

取適法ガイドブック
取適法関係情報

（公取委ウェブサイト）

（いずれかの基準に該当すれば適用対象）
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中 小 企 業 憲 章

　中小企業は、経済を牽引する力であり、社会の主役である。常に時代の先駆けとして積極果
敢に挑戦を続け、多くの難局に遭っても、これを乗り越えてきた。戦後復興期には、生活必需
品への旺盛な内需を捉えるとともに、輸出で新市場を開拓した。オイルショック時には、省エネ
を進め、国全体の石油依存度低下にも寄与した。急激な円高に翻弄されても、産地で連携して
新分野に挑み、バブル崩壊後もインターネットの活用などで活路を見出した。
　我が国は、現在、世界的な不況、環境・エネルギー制約、少子高齢化などによる停滞に直面
している。中小企業がその力と才能を発揮することが、疲弊する地方経済を活気づけ、同時に
アジアなどの新興国の成長をも取り込み日本の新しい未来を切り拓く上で不可欠である。
　政府が中核となり、国の総力を挙げて、中小企業の持つ個性や可能性を存分に伸ばし、自立
する中小企業を励まし、困っている中小企業を支え、そして、どんな問題も中小企業の立場で
考えていく。これにより、中小企業が光り輝き、もって、安定的で活力ある経済と豊かな国民生
活が実現されるよう、ここに中小企業憲章を定める。

１．基本理念

　中小企業は、経済やくらしを支え、牽引する。創意工夫を凝らし、技術を磨き、雇用の大部分
を支え、くらしに潤いを与える。意思決定の素早さや行動力、個性豊かな得意分野や多種多様
な可能性を持つ。経営者は、企業家精神に溢れ、自らの才覚で事業を営みながら、家族のみな
らず従業員を守る責任を果たす。中小企業は、経営者と従業員が一体感を発揮し、一人ひとり
の努力が目に見える形で成果に結びつき易い場である。
　中小企業は、社会の主役として地域社会と住民生活に貢献し、伝統技能や文化の継承に重要
な機能を果たす。小規模企業の多くは家族経営形態を採り、地域社会の安定をもたらす。
このように中小企業は、国家の財産ともいうべき存在である。一方で、中小企業の多くは、資
金や人材などに制約があるため、外からの変化に弱く、不公平な取引を強いられるなど数多く
の困難に晒されてきた。この中で、大企業に重きを置く風潮や価値観が形成されてきた。
　しかし、金融分野に端を発する国際的な市場経済の混乱は、却って大企業の弱さを露わに
し、世界的にもこれまで以上に中小企業への期待が高まっている。国内では、少子高齢化、経
済社会の停滞などにより、将来への不安が増している。不安解消の鍵となる医療、福祉、情報
通信技術、地球温暖化問題を始めとする環境・エネルギーなどは、市場の成長が期待できる分
野でもある。中小企業の力がこれらの分野で発揮され、豊かな経済、安心できる社会、そして
人々の活力をもたらし、日本が世界に先駆けて未来を切り拓くモデルを示す。
　難局の克服への展開が求められるこのような時代にこそ、これまで以上に意欲を持って努力
と創意工夫を重ねることに高い価値を置かなければならない。中小企業は、その大いなる担い
手である。
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２．基本原則

　中小企業政策に取り組むに当たっては、基本理念を踏まえ、以下の原則に依る。
一．経済活力の源泉である中小企業が、その力を思う存分に発揮できるよう支援する
　資金、人材、海外展開力などの経営資源の確保を支援し、中小企業の持てる力の発揮を
促す。その際、経営資源の確保が特に困難であることの多い小規模企業に配意する。中小
企業組合､業種間連携などの取組を支援し、力の発揮を増幅する。
二．起業を増やす
　起業は、人々が潜在力と意欲を、組織の枠にとらわれず発揮することを可能にし、雇用
を増やす。起業促進策を抜本的に充実し、日本経済を一段と活性化する。
三．創意工夫で、新しい市場を切り拓く中小企業の挑戦を促す
　中小企業の持つ多様な力を発揮し、創意工夫で経営革新を行うなど多くの分野で自由
に挑戦できるよう、制約の少ない市場を整える。また、中小企業の海外への事業展開を促
し、支える政策を充実する。
四．公正な市場環境を整える
　力の大きい企業との間で実質的に対等な取引や競争ができず、中小企業の自立性が損な
われることのないよう、市場を公正に保つ努力を不断に払う。
五．セーフティネットを整備し、中小企業の安心を確保する
　中小企業は、経済や社会の変化の影響を受け易いので、金融や共済制度などの面で、
セーフティネットを整える。また、再生の途をより利用し易いものとし、再挑戦を容易にす
る。

　これらの原則に依り、政策を実施するに当たっては、
・中小企業が誇りを持って自立することや、地域への貢献を始め社会的課題に取り組むこと
を高く評価する
・家族経営の持つ意義への意識を強め、また、事業承継を円滑化する
・中小企業の声を聴き、どんな問題も中小企業の立場で考え、政策評価につなげる
・地域経済団体、取引先企業、民間金融機関、教育・研究機関や産業支援人材などの更なる
理解と協力を促す
・地方自治体との連携を一層強める
・政府一体となって取り組む

こととする。
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３．行動指針

　政府は、以下の柱に沿って具体的な取組を進める。
一．中小企業の立場から経営支援を充実・徹底する
　中小企業の技術力向上のため、ものづくり分野を始めとする技術開発、教育・研究機
関、他企業などとの共同研究を支援するとともに、競争力の鍵となる企業集積の維持・発
展を図る。また、業種間での連携・共同化や知的財産の活用を進め、中小企業の事業能力
を強める。経営支援の効果を高めるため、支援人材を育成・増強し、地域経済団体との連
携による支援体制を充実する。
二．人材の育成・確保を支援する
　中小企業の要諦は人材にある。働く人々が積極的に自己研鑽に取り組めるよう能力開発
の機会を確保する。魅力ある中小企業への就業や起業を促し、人材が大企業信仰にとら
われないよう、各学校段階を通じて健全な勤労観や職業観を形成する教育を充実する。ま
た、女性、高齢者や障害者を含め働く人々にとって質の高い職場環境を目指す。
三．起業・新事業展開のしやすい環境を整える
　資金調達を始めとする起業・新分野進出時の障壁を取り除く。また、医療、介護、一次
産業関連分野や情報通信技術関連分野など今後の日本を支える成長分野において、中小企
業が積極的な事業を展開できるよう制度改革に取り組む。国際的に開かれた先進的な起業
環境を目指す。

四．海外展開を支援する
　中小企業が海外市場の開拓に取り組めるよう、官民が連携した取組を強める。また、支
援人材を活用しつつ、海外の市場動向、見本市関連などの情報の提供、販路拡大活動の支
援、知的財産権トラブルの解決などの支援を行う。中小企業の国際人材の育成や外国人材
の活用のための支援をも進め、中小企業の真の国際化につなげる。
五．公正な市場環境を整える
　中小企業の正当な利益を守る法令を厳格に執行し、大企業による代金の支払遅延・減額
を防止するとともに、中小企業に不合理な負担を招く過剰な品質の要求などの行為を駆逐
する。また、国及び地方自治体が中小企業からの調達に配慮し、受注機会の確保や増大に
努める。
六．中小企業向けの金融を円滑化する
　不況、災害などから中小企業を守り、また、経営革新や技術開発などを促すための政策
金融や、起業、転業、新事業展開などのための資金供給を充実する。金融供与に当たって
は、中小企業の知的資産を始め事業力や経営者の資質を重視し、不動産担保や保証人への
依存を減らす。そのためにも、中小企業の実態に則した会計制度を整え、経営状況の明確
化、経営者自身による事業の説明能力の向上、資金調達力の強化を促す。



51

巻
末
資
料

七．地域及び社会に貢献できるよう体制を整備する
　中小企業が、商店街や地域経済団体と連携して行うものも含め、高齢化・過疎化、環境
問題など地域や社会が抱える課題を解決しようとする活動を広く支援する。祭りや、まち
おこしなど地域のつながりを強める活動への中小企業の参加を支援する。また、熟練技能
や伝統技能の継承を後押しする。
八．中小企業への影響を考慮し政策を総合的に進め、政策評価に中小企業の声を生かす
　関係省庁の連携は、起業・転業・新事業展開への支援策の有効性を高める。中小企業庁
を始め、関係省庁が、これまで以上に一体性を強めて、産業、雇用、社会保障、教育、金
融、財政、税制など総合的に中小企業政策を進める。その際、地域経済団体の協力を得つ
つ、全国の中小企業の声を広く聴き、政策効果の検証に反映する。

（結び）
　世界経済は、成長の中心を欧米からアジアなどの新興国に移し、また、情報や金融が短時
間のうちに動くという構造的な変化を激しくしている。一方で、我が国では少子高齢化が進む
中、これからは、一人ひとりが、力を伸ばし発揮することが、かつてなく重要性を高め、国の死
命を制することになる。したがって、起業、挑戦意欲、創意工夫の積み重ねが一層活発となる
ような社会への変革なくしては、この国の将来は危うい。変革の担い手としての中小企業への
大いなる期待、そして、中小企業が果敢に挑戦できるような経済社会の実現に向けての決意を
政府として宣言する。
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